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第 1 章 序論 
 
 




















において、必ずしも NPO に好意的であるとは限らない。 
橋本政権をはじめとして自民党政権は、1990 年代以来経済成長率の鈍化、財政赤字の急
増に伴い、新自由主義的な改革を志向するようになった。とりわけ、小泉政権は、英米のよ
                                                     
1 市民社会のアソシエーション革命は 2 つの革命（経済成長とコミュニケーション革命）、3 つ
の失敗（市場、政府、ボランタリー部門の失敗）、4 つの危機（福祉国家、開発、環境、社会主義
の危機）、3 つの圧力（上からの圧力、下からの圧力、外からの圧力）が主要な原因として生じ












動促進法（以下、NPO 法）の制定以来、2001 年の認定 NPO 法人制度の制定、2003 年の
NPO 法改正、2002 年、2003 年の認定 NPO 法人制度の改正、2005 年、2006 年、2008 年、





［表 1-1］ NPO 法・税制優遇措置の制定・改正過程 
 










2005年 1月 17日 第3回認定NPO法人制度改正(平成17年度税制改正)
2006年 1月 17日 第4回認定NPO法人制度改正(平成18年度税制改正)
2008年 1月 11日 第5回認定NPO法人制度改正(平成20年度税制改正)
2009年 1月 23日 第6回認定NPO法人制度改正(平成21年度税制改正)
2009 年12月 22日 第7回認定NPO法人制度改正(平成22年度税制改正)
2011年 6月 15日 第2回NPO法改正 第8回認定NPO法人制度改正(特定非営利活動促進法改正)
















定 NPO 法人制度の改正、2011 年の NPO 法改正、認定 NPO 法人制度の改正、新寄付税制
の創設が行われた。 
その結果、1998 年に NPO 法、2001 年に NPO 優遇税制が制定されてから、2011 年の民
主党政権に至るまでの間、NPO 法は 2 回、NPO 優遇税制は 8 回もの改正が行われた［表
1-1］。 
NPO 法の制定後、NPO 法人の認証数は徐々に増加する傾向にあった。ところが、NPO
法人に対して税制上の優遇を与える認定 NPO 制度が制定されてから、認定 NPO 法人の数
はそれほど増加しなかった。［図 1-1］でみられるように、2001 年から 2009 年にかけて NPO
の認証数は緩慢に増加したが、認定 NPO 数の伸び率は低迷し、認証された NPO の 1%に
も満たない状態に止まっていた。認定 NPO 法人制度ができた 2001 年には 2 団体しか認定
されておらず、2009 年半ばまで認定 NPO 法人の数は 100 を超えることはなかった。民主
党政権に入ってから、認定 NPO の数は改善されるようになった。1 年間でほぼ 2 倍に増加
し、2016 年には 1000 を超えた。 







    
 
［図 1-1］ 認証 NPO 数・認定 NPO 数の推移 
 
出所： 内閣府 NPO ホームページを参考に著者作成、2018 年 4 月 5 日最終アクセス。 




 ［表 1-1］と［図 1-1］から読み取れる、NPO 法人制度の数回の改正とその政策効果の弱






















第 2節 研究対象 
 




する。NPO 政策の定義と範囲、日本の公益法人制度の中で問題になる NPO 法制・税制の
様相に関して整理し、研究対象として扱うことの意義を中心に述べる。 

























った（雨宮 1996；雨宮・磯部・江崎他 1997；雨宮 1999；雨宮 2003）。 
1896 年公布された民法 34 条には「公益法人の設立」について、「祭祀、宗教、慈善、学
                                                     
2 権妍李．2017．「NPO 政策と政策ネットワーク」『筑波法制』第 69 号、18 頁を参照。 
3 憲法における「結社の自由」の意味の解釈を、法人格取得の問題という「結社からの自由」も
含め解釈されるべきであることに関する議論は、井上(2006a,2007a,2007b)を参照されたい。 














































団体側の働きかけで 1998 年民法の特別法として NPO 法が制定された。NPO 法人の場合、
1998 年の NPO 法の制定により「認証制」で法人格が取得できるようになった。しかし税
制の場合、収益事業の法人税は原則課税(22%)となっており「みなし寄付金（法人の収益事
業から公益事業への利益移転に対する優遇税制）」制度、寄附金に対する優遇税制等は、1998
年 NPO 法成立時には不備であった（山内 2004，134-161）。 
 
 
[表 1-2] 公益法人と NPO 法人の税制比較 
 






                                                     
7 NPO の資金源を概観すると、会費、寄付金、NPO 活動に係る事業からの収入、その他の事業
詳細 うち特定公益増進法人
法人税 収益事業所得 軽減税率(22%)で課税 軽減税率(22%)で課税 普通法人なみ課税(22-30%)
非収益事業所得 非課税 非課税 非課税






































NPO 法制・税制は NPO/NGO 等の市民団体の活動の根幹になる制度として、市民団体の
発達に重要な影響を与える政策領域である。法人制度は、政治的決定によって影響される性



















な役割であった（柏木 2000，41，46，サラモン 1999，24-27，金川 2008，72-73）。ところ
が、1970 年代の石油危機をきっかけとした財政危機、低成長による高度経済成長の終焉は
                                                     
からの収入、助成金、補助金、借入金、利息収入など大きく 8 つに分けられる。 
8 政府と NPO が相互作用する政策領域は、サービス供給、プログラムの実行、政策提言、公的
/私的パートナーシップが行われる公共政策分野である(Lowry1995,107-116)。 
9 政府と NPO の相互作用の関係性は補完的(supplementary)、相補的(complementary)、敵対的












1980 年代のアメリカやイギリスにおける新保守主義政権の NPO に対する政策がその代
表的な事例である。小さな政府を掲げたレーガン政権期は、歳出削減を行い、政府の社会的
サービス提供を縮小した。このことで、NPO の活動空間は広がったが、一方で NPO への
財政的支援や補助金等の予算の削減、NPO に寛容的であった寄付税制に対するインセンテ
ィブの縮小、税制上の優遇を削減するなどの措置が取られた。その結果、医療分野以外の多




























ィブな市民社会(active citizenship)」を構築することを重要な課題の 1 つとして捉え、政府
と市場と社会がネットワークで相互作用し問題を解決することを政策目標としていた（金
川 2008，47-54）。 













































                                                     













が中心的である。NPO 法、NPO 税制優遇措置の制定過程に関する研究、NPO 税制優遇制
度の改正過程に関する研究が見かけられるが、このような研究は市民団体の立法ロビイン
グやアドボカシー、議員立法に関する事例研究として意義づけられてきた（谷 1999 
a,b;Pekkanen2000；小島 2003；柏木 2008；原田・成 2011；原田 2015）。 
特に 1998 年の NPO 法の制定過程に関する、Pekkanen(2000)の研究、小島(2003)の研
究、谷(1999)の研究は、1990 年代の連立政権という政治的機会構造(Political Opportunity)






一方、NPO 法制度が制定されたあとの NPO 活動に関する研究では、NPO 政策が NPO
活動の活性化に繋がっているのかに関して問題提起をする研究が見られる（田中 2006・
2008;市村 2008; Ogawa2009）。 特に、新自由主義・構造改革とともに市民社会に対する
政策が展開される中で、そのような政策が市民社会に与える両義的影響を指摘する議論が
                                                     
12 辻中とペッカネンは JIGS データを用いて経済団体と市民団体の比較研究を行った






























                                                     














第 4節 研究方法及び論文の構成 
 
本研究では 1990 年代を起点として、政治経済制度の変化により公共政策としての NPO
政策が変化していく過程を中心に議論する。具体的には、戦後日本において支配的な公共政
策のパラダイムや政治経済制度が 1990 年代以降変化し、NPO 政策に変化をもたらし、市
民団体の組織化、政策ネットワークの形成に繋がる過程を分析する。考察する対象は 1990















第 3 章と第 4 章では、NPO 法の制定以前の政治制度と市民運動、団体の様相を概観する。
具体的には、第 3 章では、55 年体制において利益を中心に形成された政権党と利益団体の
ネットワークの中で、市民団体がいかに排除され、政治経済的資源に脆弱な状態であったの








年までの NPO 法の立法過程を通して緩やかな連合が形成され、妥協しながらも、NPO 法




第 6 章では、構造改革が行われる中で、NPO 法、NPO 優遇税制、公益法人制度改革と関
連して市民団体を中心としたネットワークがいかに対応してきたかに関して論ずる。1998
年の NPO 法、2001 年の優遇税制の制定以降、認証 NPO 数、認定 NPO 数の伸び悩み、制
度の運用上の問題点が指摘された。その中で、「NPO 税・法人制度改革連絡会」と「NPO
議員連盟」を中心としたネットワークを通して、NPO 法の改正、NPO 優遇税制の改正のた










制の創設等に至った経緯を論ずる。第 5、6、7 章では NPO 政策の形成、展開、転換の過程
に関する記述を通して、NPO 政策に対する政府の政策方針や決定に対して市民団体と関連
政策ネットワークがいかに対応してきたのかを中心に説明する。 
第 8 章では、NPO 法、NPO 優遇税制等の形成、展開、転換の過程を通して構築されてき
た政策ネットワークを析出することにより、NPO 政策の持続的発展をもたらした制度とし
ての政策ネットワークの存在を明らかにする14。 


























第 2 章 分析枠組み  
 
 



























































American Association of Retired Persons が 1998 年まで用いられ、1999 年からは改組が行わ



























































































                                                     
4 政策フィードバック(Policy Feedback)に関しては、以下の論文を参考にした。Pierson, Paul. 
1993. “When Effect Becomes Cause: Policy Feedback and Political Change” World Politics.  
Vol.45, No.4:595-628. Pierson, Paul. 1994. Dismantling the Welfare State?  
Reagan,Thatcher,and the Politics of Retrenchment, New York: Cambridge University Press.  
ポール・ピアソン、朴シゾン訳 2006『福祉国家は解体されるのか：レーガン、サッチャー、 
縮小の政治』成均館大学出版部：73-126．Pierson, Paul. 2006. “Public Policies as  
Institutions” Shapiro, Ian. edt.Rethinking Political Institutions: The Arts of State. New York  

















［表 2-1］ 政策フィードバックの構成要素 
 
出所：Pierson,Paul.1993. “When Effect Becomes Cause.” World Politics 45,4: 626.  
 
 



















































































































間のコミュニケーションを活性化する(Berry and Wilcox 2007,163-169)。 
また政策ネットワークはその関係様式と性格により、NPO 等の市民団体の役割や影響力、
政策過程へのアクセス方法を規定し、政策変化を規定する(Berry and Wilcox 2007,159-161)。
基本法の制定により政策が形成されると、政策のフィードバック効果により政策ネットワ
ークが形成され、制度化される。そのネットワークを通して、参加者間には共有された理解




















                                                     
























の改正、NPO 優遇税制の改正、新寄付税制の創設が行われた。民主党政権における NPO 政





                                                     
6 権 2017 前掲論文、17-18 頁を参照。 



















置づけられる。第 3 と第 4 章ではピアソンの「政策フィードバック」モデルが想定する「過
去の公共政策」として、55 年体制の公共政策の基調および政治経済制度等の公式的な制度
の「構造的特性」に関する説明を行う。第 3 章では、55 年体制において市民団体が制度化
することができなかった点について、政治経済制度という構造的要因が作り出すインセン
ティブから説明する。あわせて、構造的制約条件の下でいかに市民団体が存在してきたのか






ある。第 6 章では、NPO 政策のフィードバックを受け、形成されたネットワークを通して















































基づいた仮説を中心に検証していく。                           
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第 3 章 「自民党保守政権」における利益誘導政治の制度化と市民運動の非制度化 
 
 


























































































































3 1999 年総理府の調査によると、2 万 6354 法人の内、社団法人が 1 万 2872、社団法人が 1 万 


























and Rosenbluth 1995,35-55）。 





























































法（1925 年）、工業組合中央会法（1932 年）、戦後の中小企業団体法（1957 年）、環境衛生
組合法（1957 年）、商店街振興会法（1962 年）などの法律の制定がその例にあたる。中小




                                                     
6 経団連、日経連、経済同友会、日商（日本商工会議所）を財界 4 団体として挙げられるが、





















































































































区に比べ著しく低くなり、「社会党は相対得票率 20%程度で 100 を超える議席を獲得し、野




































                                                     




心を急速に集めるようになった（片桐 2000，105；田中 2000，134）。 





















































































                                                     






12 「1963 年統一地方選挙では、横浜、京都、大阪等の 12 都市で革新市長が誕生し、その後大
都市圏都市や地方中心都市に広がり、73 年には全国 643 都市のうち 132 都市に達した。都府県
でも、75 年に 10 都府県で革新知事が誕生し、革新都政下の人口は全人口の 39%に達した」。「革



























































































                                                     
13 西欧の場合、二度のオイルショック以降、比較的長い期間にわたって「激動の時代」を迎え
た。1970 年代後半から移民や外国人をめぐるサブカルチャー擁護運動、平和運動、反核平和運

























第 4 章 「予防的」新自由主義改革と市民活動への転換 
 
 








 鈴木内閣の下で 1981 年 3 月、経団連名誉会長の土光敏夫を会長に第二次臨調が発足し
た。増税なき財政再建のスローガンの下、行政領域の見直しの視点から行政改革の項目を検
討していた。同年 7 月の第一次答申（緊急答申）を始め、1982 年 2 月の第 2 次答申（許認
可等の整理合理化）、1982 年 7 月の第 3 次答申（基本答申）、1983 年 2 月の第 4 次答申（行










 1982 年 7 月に臨調から提出された第 3 次答申は、財政状況が第一次答申の時より危機的
状況で行政環境がさらに厳しくなっているにも関わらず、第一次答申が十分に実施されて
                                                     
1 臨時行政調査会 1981 年 7 月 10 日「行政改革に関する第一次答申」www.ipss.go.jp（2018 年




























                                                     
2 臨時行政調査会 1982 年 7 月 30 日「行政改革に関する第三次答申」www.ipss.go.jp（2018 年
3 月 19 日、最終アクセス）。 
3 1982 年 12 月から 1987 年 11 月まで続いた中曽根内閣では 3 公社の民営化が行われ、1984 年











「福祉国家」化の動きは 1980 年代以降からストップしたといえる（的場 2012，143）。
1982 年 8 月老人保健法改正、1984 年 7 月雇用保険法改正、1984 年 8 月健康保険法等改















                                                     
4 社会経済国民会議 1980 年 1 月 15 日『社会福祉政策の新理念：福祉の日常生活化をめざして』、
閣議決定 1979 年 8 月 10 日『「新経済社会 7 カ年計画」について』www.ipss.go.jp（2018 年 9
月 5 日、最終アクセス）。 
5 臨時行政改革推進審議会 1985年 7月 22日『行政改革の推進方策に関する答申』www.ipss.go.jp
（2018 年 3 月 19 日、最終アクセス）。 
6 臨時行政改革推進審議会・民間活力推進方策研究会 1985 年 2 月 12 日『民間活力の発揮推進

















































































































































は、1983 年以降の 10 年間行われた指定件数は、以前の 10 年間に比べて、年平均 25.4 件




















































































いまま労組との連携は緩くなっていった（的場 2012，124；高畠 1994，170）。 
 
 












の取り組みが始まった時期であった（中島 1985）。  
1980 年代前半の市民運動の状況は、全体として沈静していた。運動の方向性において新
たな認識の枠組みも発見できず、運動相互は自分たちが同じ方向を目指している意識も希
























































                                                     
8 シーズ(C`s)の松原氏は、既存の公益法人体制の下では、市民団体は政治へのルートが欠けて 
いたという意味で日本の市民社会は「二重構造」になっていたという話をした。 
9 151 回参議院本会議で、櫻井充民主党議員の発言から、NPO 法人の政治活動禁止に比べ、公 
益法人は政治的活動に制限がないことが対比されて指摘された。2001 年 3 月 9 日。 




を展開して 2000 年に立法された。「まちポット」の辻利夫氏とのインタビューによる。2011 年
12 月 19 日。 
11 1980 年代は、国際的にみても国際社会における日本政府の政治的役割などが要求されるよ































第 5 章 分岐点：連立政権期の「行政改革」と NPO政策の形成 
 
 

















は持続的に悪くなった。1994 年に GDP 対比－2.2%であった財政収支は、2000 年に－8.0%
まで増加した。西欧も経済不況と莫大な社会保障の支出を経験したが、それでも政府の財政
収支は 1999 年で EU15 か国平均－0.7%であった。これに比べると、日本政府の財政状態
の深刻さが理解できる(IMF2001,5)。日本政府の負債規模も急速に増加し、1999 年の総負


























日本企業の従業員における非正規職の割合は、1984 年の 15.3%から 1994 年 20.3%に漸進




年代半ばには 3%を上回り、2000 年 4.7%、そして 2003 年 5.3%に至った2。特に、自営業
と建設業の分野での雇用の減縮が明らかになった。1999 年から 2003 年の間に、自営業者
                                                     
1 厚生労働省「非正規雇用の現状と課題」www.mhlw.go.jp（2017 年 5 月 30 日最終アクセス）。 




が 1110 万人から 950 万人に 160 万人が減少し、建設業分野の就業者は、544 万人から 493

























                                                     
























3. NPO/NGO 等の市民活動の台頭 






































































                                                     





























                                                     
6 「第 140 回国会における橋本内閣総理大臣施政方針演説」1997 年 1 月 20 日、
www.kantei.go.jp（2018 年 7 月 20 日最終アクセス）。 


































2. 自民党政権の新自由主義改革と NPO に対する政策的立場 
自民党は「1995 年 1 月の「運動方針」、同年 3 月の「新宣言」で、「小さな政府」「規制緩
和」「行政機構の見直し」」を標榜した。実際に、「1995 年 3 月には「規制緩和推進 5 か年計
























                                                     
8 権 2017 前掲論文、24 頁を参照。 
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等も、民間非営利セクターや NPO 法の研究が始められた。 
このように、市民団体、政党、政府が、市民活動に対する法制度の必要性を認識し、制度
に対する構想を抱えていた。このような状況の中で、阪神淡路大震災が発生した。1995 年









NPO 法案を巡る基本的争点は与党 3 党、野党の間に分かれていた。経済企画庁等の官僚
の立場から大いに影響され「行政補完型」の市民活動を中心とした自民党の案、市民団体側
の立場を支持する社会党・さきがけと民主党の「市民団体の自立」を重視する案、国際系

























これに対して、与党 3 党側からも 1995 年 2 月中旬には NPO プロジェクト・チームを結
成し、6 月には NPO 制度の改善のために議員立法で、民法の特別法として NPO 法を制定
                                                     







選択した。そこで、NPO 法の制定時には、特別法にする場合、民法 34 条とのすみ分け、差別化





組織化し、反対運動を展開した。1995 年 2-3 月にかけて、「シーズ・市民活動を支える制度
をつくる会」、「市民公益活動の基盤整備を考える会」、「NPO 研究フォーラム」等は、政府












2. 連立政権の与党 3 党案の調整  




































「公益」、「ボランティア」、「認証の取消し」の理解は未解決のまま、12 月 14 日に「市民
活動促進法案の骨子試案」がプロジェクト・チームによって合意された11。それで、1996 年
2 月 1 日のプロジェクト・チームの会合では、これらの未解決された項目に対する理解の仕
方に関する確認文書作成の作業が進められ、「与党 NPO プロジェクト確認事項」が交わさ
れた。これで与党プロジェクトの第一次合意案が成立した12。「確認事項」には、①「公益」
                                                     
11 1995 年 12 月 14 日「市民活動促進法案（仮称）・骨子試案」（シーズ 2008，83-86）。 









台とすることを正式に確認した。与党 3 党は 3 月中に国会に法案の提出ができるように努
力することで意見の一致を見た。 
















提示された議論には乗れないという状況であった。ようやく自民党が 4 月 3 日に社民、さ
きがけに提示した自民党修正案は、多くの点で以前の合意より後退した内容であった。 
その内容は、「公益性を要件とすること」、「通常要する費用を上回る対価を受けて行うも
                                                     





























                                                     
14 1996 年 6 月 10 日「市民活動等への法人格付与に関する法案についての要望」（シーズ 2008，
94-95）。 
15 1996 年 9 月 19 日「与党 3 党政策調整会議合意事項」（シーズ 2008，96-97）、1996 年 9 月


















11 月 29 日に臨時国会が始まり、12 月上旬に 3 党は法案を提出することに合意した。12
月 16 日に与党責任者会議で法案が了承され、国会に「市民活動促進法案（仮称）」が衆議院










                                                     




3. 与党 3 党と民主党の調整 





た。そこで民主党は 1997 年 2 月 5 日に、「シーズ」、「市民活動制度連絡会」、「PAN」、「連
合市民ボランティアネットワーク」、「日本青年会議所」に対して、公開の意見交換会を開催
した。民主党は与党案（市民活動促進法案）に対して市民団体の意見を取り入れて修正を加
え、2 月 6 日「市民活動促進法案に対する民主党の考え方」を決定した17。 
民主党は 2 月 14 日、与党 3 党との政策協議時にこれを提示し、協議に入った。3 月初旬
に始められた協議において、市民活動促進法案で特に問題が多かった市民活動の定義の部
分の改正に対して与党 3 党は了承した。しかし、他の懸案の事項、例えば、11 の活動分野
以外の市民活動の扱いに関する部分や会員向けのサービスだけをする団体をどう扱うか、
宗教・政治活動の制限はどの程度にするか、等について調整ができなかった。 




は NPO 法案に関心を持つ市民団体が増えてきて、2 月から 3 月にかけては、市民団体関係
者の意見もまとまらない状態であった。このため、社民党と民主党の調整がつかなかったこ
とも NPO 法案の協議を遅らせる一因でもあった。 




                                                     
17 1997 年 2 月 6 日「市民活動促進法案に対する民主党の考え方」（シーズ 2008，105-109）。 









「市民活動促進法案」の 9 項目が修正された上で、「確認書」が合意された。9 項目の修正
とともに、「確認書」で合意されたのは、「この通用国会で法案の成立を図ること」と、「法
案の成立後は市民活動法人の活動の実態等を踏まえて、税制等を含めた見直しを法律施行
の 2 年以内に検討して結論を得る」ことに関してであった。 
以上の通り、与党 3 党と民主党の間で修正協議ができたのは、2 月から 4 月にかけて分散
していた市民団体側の意見が一定程度にまとまり、社民党と民主党の決断を後押ししたと
考えられる。2 月から 4 月の間に、「シーズ」、「市民活動制度連絡会・東京の有志」などの
市民団体は 10 項目の要望事項をまとめ、集めた署名とともに与党 3 党に提出した。「PAN」
は 2 月 13 日に国会請願運動を行った。「連合・市民ボランティアネットワーク」、「連合（労
組）」は 4 月 15 日に共同で「NPO 法案の修正に関する緊急提案」という要望書を提出した。
「NGO 活動推進センター」は、4 月 18 日に寄付金税制優遇制度の検討を求める「市民活動
促進法案」に関する緊急提案を提出した。他にも「日本青年会議所」、民間シンクタンク「構
想日本」等の団体が要望書を各党に提出した。 
また東京と大阪で NPO 法をめぐる集会が開かれた。2 月 12 日、「PAN」が「NPO 法実
現のための芸術・文化の集い」を開催した。3 月 29 日には「大阪 NPO センター」主催で
「大詰めを迎えた市民活動促進法案」というシンポジウムが各政党の NPO 担当議員を招い











「市民活動制度連絡会・有志」は「緊急アピール」を出し、5 月 22 日の与党 3 党と民主
党の修正合意を支持し、高く評価するという意見を表明した。追加の要望要件として、①互
助型の市民活動を除外するものではないこと、②寄附金控除等の税制優遇制度の実現につ
いて本格的に取り組むこと、等を要望した19。こうして、1997 年 6 月 5 日与党 3 党が民主






トになっていた。1996 年 12 月 14 日に与党 3 党のプロジェクト・チームが作成した「骨子
試案」では、「法人格制度」と「寄付金控除等の税制優遇措置」を法案としてともに提出す
ることを方針として政党間に合意されたことが確認できる。しかし、1997 年 6 月 4 日以降
の議論からは、税制度が議論されることはなくなった。そして 1997 年 9 月 19 日、与党 3
党政策調整会議が合意した「法案の要旨」では、「税制優遇規定」がなくなった。「優遇税制





                                                     
19 1997 年 5 月 25 日「市民活動制度連絡会有志による緊急アピール」（シーズ 2008，119）。 





22 NPO への税制優遇措置を盛り込んだ新進党の法人税制改正案は与党 3 党の反対で一度も質
問されずに廃案になった経緯がある。この法案の作成に主力した新進党（当時）の河村議員は大
蔵省幹部から次のような言葉を聞いたという。「税金はすべて税務署に出してもらい、私たちが
分配する。木に竹を継ぐようなことはできない。」『朝日新聞』1996 年 7 月 19 日、『読売新聞』




則修正」を要求したが、自民党執行部の反対に直面し、最終的には 1997 年 6 月の修正議決
法案において、「附帯決議」という形で与野党間の合意に決着がつけられた23。 






 1997 年 9 月 29 日から第 141 回臨時国会が始まり、法案が衆議院から参議院に送られた
が、自民党の参議院議員は法案成立のために動こうとしなかった。自民党の衆議院議員に対
して、自民党の参議院議員は独自色を強めていた。自民党の参議院議員に対して、経団連は
NPO 法案の成立を促す声明24を発表し、影響を与えた。その結果、10 月末頃から、与党 3
党の参議院政策担当者レベルで協議が進み始めたが、結局、法律名称を「特定非営利活動促








いが明確になってきた。行政サイドが NPO 法の制定を通して NPO や市民活動に対して達






























岡、大阪の各都市で、与党 3 党、新進党、共産党等の 3 法案の担当者を招いて「市民公聴
会」を開催した。また、連合は民主党を中心に各党へ NPO 法案を早期に成立させるよう働
きかけを強めていった。 
市民運動団体側の結束は、12 月に平成会が NPO 法案の審議をボイコットし、法案の成
立が不透明になったことで、一層強まった。「シーズ・市民活動制度連絡会・東京」は 12 月
5 日、緊急集会を開催し、平成会の審議ボイコットを批判し、要望書を作成し、署名を集め
て参議院各党の国対委員長に提出した。「PAN」は 12 月 26 日、NPO 法案の早期成立を提
案する要望書を提出した。「シーズ」の意見と折衷した内容になっていた。この要望書には





6. NPO 法の成立（1998 年 3 月） 
1998 年 1 月 12 日、第 142 回通常国会が始まり、NPO 法案は参議院組織の変更により労
働・社会政策委員会で担当されるようになった。1 月 22 日、同委員会で NPO 法案の趣旨
の説明が行われ、審議が始まった。2 月上旬には自民党と公明党、他の各党との修正協議を
経て、2 月 26 日に参議院労働・社会政策委員会で、「市民活動促進法案」の共同修正案であ
る「特定非営利活動促進法案」が提出された。3 月 3 日、「特定非営利活動促進法」は参議
院労働社会政策委員会において、全会一致で可決された。翌日 4 日には参議院本会議にお
いて、全会一致で可決された。これが衆議院に送付され、内閣委員会（3 月 17 日）、本会議
（3 月 19 日）でそれぞれ可決され、NPO 法が成立した（12 月 1 日施行）。 












（今回は民法 34 条の特別法として成立されたことと関連して）、「民法 34 条の公益法人制
度を含め、営利を目的としない法人の制度については、今後、総合的に検討を加える」もの
とした。 




2008，60）。1998 年 2 月 5 日「NPO 法案に関する緊急提案」（シーズ 2008，127）。 
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NPO 法など、国内法の環境整備を通して NPO を育てる方策をとり、公共サービスのレベ
ルを維持するために、NPO を活用する方針を打ち出した。 
NPO 優遇税制は、優遇税制が NPO にとってなぜ重要なのか、NPO をどう定義するか、
NPO の公益性を誰が判断するかという 3 つの側面を中心に議論された。特に、税制は自民
党の税制調査会と大蔵省が中心になり決定してきた政策分野であったので、利害関係者が
多い分野である。また、関係省庁として大蔵省にとっては税制に対する分配権限の移譲と関
                                                     













橋本政権期の首相の諮問機関である「経済審議会・ 経済主体役割部会」は、1998 年 6 月
9 日、経済構造改革に関する報告書をまとめた。この報告書では、経済社会システムの担い
手として NPO を取り上げた。「NPO を企業や政府から独立した第三のセクターとして認知
すべきだ」とし、NPO に広く税制上の優遇を認めるなどの支援策を提案した28。 
橋本政権を受け継いだ小渕政権も、NPO に対する税制上の優遇措置を言及した。1999 年
2 月 4 日、宮澤大蔵大臣は衆議院本会議で NPO 法人への寄付金に関して、税制優遇措置を
講じる方針を表明した。その際、大蔵大臣は「指定される団体の実態を見極め、寄付の公平
性が担保される仕組みを考えて、減税措置をしていきたい」と述べた。1999 年 4 月 27 日、
大蔵大臣の発言を受けて、経済企画庁は「国民生活審議会総合企画部会」の中に NPO 制度
委員会を設置し、NPO 法の見直しの内容を検討・答申することを課題とした。 
1999 年 7 月 24 日、自民党、自由党と連立政権を組むにあたって、公明党は基本政策の
中で「NPO の財政基盤の強化」というテーマを掲げ、NPO の税制優遇措置の実現を求めて
いくことを打ち出した。小渕内閣の「21 世紀日本の構想懇談会」は、非営利民間セクター
に注目して NPO 制度に関する構想を発表した。NPO 法人の税制を言及し、中立公正で民
主的な第三者機関を通して NPO 法人が寄付免税の優遇資格を取得するようにし、資金と人
材不足で足場が弱い NPO 活動を支えるとした。また、NPO への寄付金について、税制上
の優遇措置を法制化できるように対策を講ずるべきであるとの意思を表明した（21 世紀日
                                                     
28 シーズ 1998 年 6 月 10 日「経済審議会部会が NPO に税制優遇を認める支援策を提言」










ることも述べていた29。しかし、1999 年 12 月の時点では、NPO 法が施行されて一年とい
うことで、NPO を支援する税制の実現には時期尚早という見解が支配的であった。 
 







せない。NPO 法付則では、施行後 3 年以内、衆議院、参議院ともに附帯決議では施行後 2
年以内に、税制優遇を含めた法改正を行うことを規定していた。つまり、これらの規定から、
2000 年 11 月末までに法改正を検討し、必要ならば 2001 年 11 月末までに改正措置を行う
ことになっていた。 
市民団体側は、1998 年制定された NPO 法の制度的欠陥を改革するために、1999 年 6 月
8 日「NPO/NGO に関する税・法人制度改革連絡会（以降、NPO/NGO 連絡会）」を結成し
た。NPO 法制定過程に関わった市民団体を中心に、各分野の連合組織が合計 28 団体も参
加していた30。そして 1999 年 8 月、超党派の「NPO 議員連盟」（共産党を除く国会議員 204
                                                     
29 シーズ 2000 年 7 月 22 日「経済企画庁国民生活審議会中間報告の要旨」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=595（2018年 3月 9日最終アクセス）。 













ー」は、NPO 法人申請団体調査を実施し、NPO 法人に申請した団体の実態や NPO 法申請
に関わる法の運用状況を把握しようとした。その内容をもとに、「NPO/NGO連絡会」は 1999









定の要件の設置と関連して議論されていた。「NPO/NGO 連絡会」は 1999 年 10 月小渕第
二次改造内閣が発足されてから、NPO の税の優遇措置についての提案書を各党に提出した。 
「NPO 議員連盟」は、全国で市民を交えたフォーラムを開催し、各党の NPO 支援税制
案を発表した。1999 年 10 月 19 日、第 2 回目の「NPO 議員連盟」総会では、経済企画庁、
大蔵省、「シーズ」、日本青年会議所からヒアリングが行われ、今後の議員連盟の進め方が話
し合われた。ここでは、10 月 15 日に各党の事務局・関係議員に提出された「NPO・NGO
の優遇税制に関する提案」の背景や提案の内容説明が「シーズ」の松原によって行われた。
また、「NPO 議員連盟」は「税制改正に向けて提言し、自民党税調や政府税調に NPO 税制
の検討に向けて働きかけていく」方針を発表した31。 
                                                     
31 シーズ 1999 年 10 月 20 日「NPO 議員連盟第 2 回総会開かれる」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=668（2018年 3月 9日最終アクセス）。 
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が提案された。自民党は「NPO 議員連盟」で発表された提言をもとに 12 月 16 日までの党
税調で、NPO 税制についての議論を行うことにした。また、民主党もこの提言等をもとに
今年中に NPO 税制の方向性をまとめるとした33。 





35。また「NPO/NGO 対策委員会」がつくられ、選挙対策として個別の NPO 団体を対象に
活動することを目的としていた。 
また、自民党は、緊急雇用創出対策として NPO を 1 つの受け入れ先として位置づけてい
た。雇用・産業競争力対策の中で、非営利への次事業委託などを掲げていた。1999 年 5 月
27 日、自民党の「臨時経済再生・産業競争力検討チーム（座長・池田行彦政調会長）」が雇
用対策の方針として発表した「雇用対策について」では、NPO の活用に関して言及されて
                                                     
32 シーズ 1999 年 11 月 26 日「自民党 NPO 委員会、個人寄付に所得控除を」  
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=664（2018年 3月 9日最終アクセス）。 
33 シーズ 1999 年 12 月 3 日「NPO 議員連盟、提言を発表」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=662（2018年 3月 9日最終アクセス）。 
34 『朝日新聞』1999 年 6 月 28 日。 





自民党「NPO 特別委員会」は 1999 年 12 月 1 日、自民党税調に NPO の税制改正要望案
を提出した。12 月 2 日、税調が開かれたが、「長期的検討課題」とする意見が多数であった。
その後も熊代議員を中心として、自民党税調内で検討を続けていたが、「土俵際辛くも残す」
と、熊代議員はその厳しさを表現した37。 












は優遇税制を盛り込むと意欲をみせた39。自民党税制調査会は 1999 年 12 月 16 日に平成 12
年度の税制改正の大綱をまとめたが、自民党 NPO 特別委員会が求めていた「NPO 支援税
制」は「検討課題」とされ、2000 年度に持ち越されることになった40。 
一方、民主党も 1998 年第 18 回参議院通常選挙の公約の中で、介護体制の充実のために
                                                     
36 シーズ 1999 年 5 月 28 日「自民党、雇用対策に NPO 活用？」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?sotoryid=696（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
37 シーズ 1999 年 12 月 10 日「ハードルが高い？自民党税調」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=659（2018年 3月 9日最終アクセス）。 
38 『朝日新聞』2000 年 1 月 14 日。 
39 『朝日新聞』2000 年 3 月 16 日。熊代氏は岡山 2 区が選挙区で、主な選挙公約の中で、ボラ 
ンティア活動が活発になる環境づくりや、行革の断行、地方分権、福祉の充実のための児童手当 
の大幅増額などを取り上げている。同新聞記事。 
40 シーズ 1999 年 12 月 16 日「自民党税調で NPO 税制は、検討事項に」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print/php?storyid=656（2018年 3月 9日最終アクセス）。 
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NPO 活動支援を取り上げた41。1999 年 12 月 28 日、民主党 NPO 委員会が取りまとめた
「NPO 税制・支援措置（素案）」をホームページ上で公開し、パブリック・コメントの募集




連盟」へ提出した。2000 年 5 月 24 日にシーズが発表した「NPO 法人の実態及びその事業
に関する調査結果」によると、NPO 法人の 57%が NPO 法に不満であると答え、原因とし
て優遇税制がないことを 8 割以上が挙げていた。 
「NPO/NGO 連絡会」は、2000 年 9 月から 11 月にかけて「NPO 支援税制創設のための
全国キャンペーン」と学習会を 15 都市で行った。11 月 30 日には、「NPO/NGO 連絡会」
が主催し、NPO/NGO 支援税制をつくる決起集会を開催した。公明党の山本保、共産党の吉
川春子、自民党の熊代昭彦、保守党の小池百合子、民主党の江田五月、社民党の辻元清美等
が出席した。他にも「NPO 促進税制に関する有識者会議」が 11 月 10 日、記者会見を行い、
「NPO 活動を促進するための税制実現に向けての提言：新しい世紀に『新しい公共』を創
造するために」を発表した。この提言は宮沢大蔵大臣及び堺屋経済企画庁長官に提出された




不満を感じ、新聞媒体を通して公開書簡を発表する団体もあった。2000 年 5 月 29 日さわ
やか福祉財団理事長の堀田氏は神奈川新聞のコラム欄で、経済企画庁の国民生活審議会の
                                                     
41 『朝日新聞』1999 年 7 月 8 日。 
42 シーズ 2000 年 1 月 11 日「民主党が NPO 支援税制で意見募集」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/prints.php?storyid=652（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
43 シーズ 2000 年 6 月 9 日「解説：各党の公約をチェックする」
http://www.npoweb.jp/modules/new1/print/php?storyid=613（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
44 シーズ 2000 年 11 月 14 日「NPO 促進税制有識者会議が提言発表」、 




下の「NPO 制度委員会」が NPO 法の認証制度、優遇税制に関して行った議論の仕方に対
して問題提起をした。 
「NPO 議員連盟」総会は 2000 年 8 月 8 日に、第 3 回目の総会を開催した。この総会に
は、自民党、民主党、社民党、公明党、自由党、保守党、21 世紀クラブ、無所属の会、無
所属等の議員と NPO 関係者が参加した。この総会では、主に NPO 支援税制についての討
議が行われ、NPO 支援税制を議員立法ですることと、地域でフォーラムを開催し、NPO の
声を集約することが決議された45。また、民主党 NPO 委員会が 2000 年 8 月 8 日に開かれ、
民主党議員と NPO 関係者の公開勉強会・報告が行われた。この場では、NPO 支援税制に
関する民主党の案が説明された。また、日本 NPO センター事務局長の山岡義典による
「NPO・市民活動のいま」という講演が行われた。そして、NPO 委員会副委員長の金田誠
一議員から、民主党の NPO 支援税制の案が説明された46。また 8 月 23 日の委員会では、
NPO 自立支援税制の第二次案を取りまとめた。これは 1999 年 12 月実施した PC 募集を踏
まえ、当初の素案を加筆修正したものである47。 
2000 年 8 月 9 日に開かれた自民党「NPO 特別委員会」では、前日の「NPO 議員連盟」
総会で決定された、議員立法による NPO 支援税制が確認された。このため、加藤紘一委員
長は、「NPO 議員連盟」が主催するシンポジウムへ自民党議員の参加を呼び掛けた48。8 月





                                                     
45 シーズ 2000 年 8 月 9 日「NPO 議員連盟第三回総会・報告」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=582（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
46 シーズ 2000 年 8 月 9 日「民主党・NPO 委員会、公開勉強会・報告」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=583（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
47 シーズ 2000 年 9 月 6 日「民主党の NPO 支援税制 2 事案まとまる」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=571（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
48 シーズ 2000 年 8 月 9 日「自民党の NPO 委員会開催」 




























                                                     
49 シーズ 2000 年 9 月 7 日「自民党 NPO 委員会で省庁ヒアリング実施」 
http://www.npoweb.jp/modules/new1/print.php?storyid=569（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
50 『朝日新聞』1999 年 6 月 11 日。 
51 『朝日新聞』1999 年 11 月 30 日。 















2000 年 5 月 16 日、経済企画庁の担当者は、自民党「NPO 特別委員会」で、NPO 法人
に対する税制支援を求める議員に対して、NPO の現状は「玉石混交であり、疑問のある NPO






2000 年 7 月 14 日に公表された政府税制調査会の中間報告では、法人税の軽減について
否定的な見解が示された。大蔵省もまた消極的な態度であった。NPO 法人に対する税制の
見直しは、「その実態を見極めた上で、広範な観点から検討する」などと言及していた。2000
年 8 月 8 日には、宮澤喜一大蔵大臣が参議院予算委員会の答弁で寄付金控除の検討を表明
した57。NPO 法人に対する税制優遇措置をめぐり、個人や企業の寄付については所得控除
                                                     
53 『朝日新聞』1999 年 12 月 17 日。 
54 『朝日新聞』2000 年 11 月 11 日。 
55 『日本経済新聞』2000 年 5 月 23 日。 
56 『日本経済新聞』2000 年 5 月 23 日。 









「公益性が高い」と判断した NPO についてだけ所得控除ができるようにし、また NPO に
対する課税の中で、NPO 側が要望している法人税の減免は認めない方針を固めた59。政府





 経済企画庁は 2000 年 8 月 30 日、平成 13 年度の税制改正を控えて、NPO 法人への税制
上の優遇措置の創設に関する要望事項を発表した。NPO 法人の税制上の優遇措置の新設に





レベルでは、「NPO 議員連盟」や各党の NPO 委員会の議論等を経て、自民党「NPO 特別
委員会」を始めとする与党 NPO 委員会が与党税制調査会に働きかけを行った。こうれを受
け、優遇税制の実現の可否やその具体的内容について検討作業が始められ、最終的には 12
                                                     
58 『日本経済新聞』2000 年 7 月 20 日夕刊。 
59 『日本経済新聞』2000 年 8 月 9 日。『日本経済新聞』2000 年 9 月 17 日。 
60 シーズ 2000 年 7 月 14 日「政府税調中期答申、NPO 税制に慎重姿勢」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=600（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
61 シーズ 2000 年 8 月 30 日「経企庁が大蔵省に NPO 優遇税制を要望」




















長も、NPO 法人が活動しやすくなるよう、優遇税制の導入など NPO 法の見直しに取り組
む考えを表明していた。 





                                                     
62 シーズ 2000 年 8 月 30 日「経企庁が大蔵省に NPO 優遇税制を要望」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=573（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
63 『朝日新聞』2000 年 1 月 14 日。 
64 『朝日新聞』2000 年 1 月 14 日。熊代は「党の先見性を示さねばならない。税制優遇を認め 
ないのは、NPO への猜疑心に満ちている」と発言した。それに対し中野正志は「党が市民活動 
を応援していることを見せるべきだ」と応援演説もした。 
65 『朝日新聞』2000 年 1 月 14 日。 




に、「平成 13 年度税制改正要望事項」を自民党税制調査会に提出した。自民党 NPO 特別委
員会の他、外交部会、文教部会、社会部会、労働部会、商工部会、通信部会、環境部会、都
市問題対策協議会の共同要望という形を取った。 











しており、日本赤十字などに適用されてきた。この決定が、2001 年 1 月 16 日の政府税制
調査会での決定に繋がった（松並 2008，173）。 
2000 年 12 月 1 日、「NPO 議員連盟」は NPO 支援税制に関する提言を発表した69。自民
党税制調査会は、2000 年 12 月 7 日、NPO 税制に関する 2 回目の検討会議を行った。検討
会議では、NPO 税制を作るべきだという意見がほとんどを占めた。寄附金税制の創出を中
心に意見が出て、収益事業の課税の軽減を求める声も出たが、実現は難しいと判断された70。
                                                     
67 シーズ 2000 年 11 月 17 日「自民党 NPO 特委が税制要望を提出」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=543（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。奥山茂彦衆議院議員の質問に対する答えとして経済企画庁からの回答で確認された。 
68 シーズ 2000 年 12 月 1 日「自民党税調で NPO 優遇税制を求める声相次ぐ、しかしまだ決着 
せず」、http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=536（2018 年 3 月 9 日最終 
アクセス）。 
69 シーズ 2000 年 12 月 3 日「NPO 支援税制に関する提言（第一次）」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=663（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
70 シーズ 2000 年 12 月 7 日「自民党税調、NPO 税制創設支持の声相次ぐ」 




2000 年 12 月 13 日に発表された自民党の大綱をベースにして、これを修正・補充して 12







党の「NPO 特別委員会」は 2000 年 12 月 17 日、『平成 13 年度税制改正要望事項』を自民
党税制調査会に提出した。 
自民党の税制調査会及び与党 3 党の税制協議会は、2000 年 12 月 12 日、NPO 法人に係
る税制上の措置を決定した。自民党税制調査会は 12 月 13 日、「平成 13 年度税制改正大綱」
を決定し発表した。また、14 日には与党 3 党の税制協議会ではその内容の一部変更が加え
られ、与党 3 党の税制大綱として発表された72。政府は 2001 年 1 月 16 日、NPO 支援税制
を含む「平成 13 年度税制改正の要綱」を閣議決定した。その中に盛り込まれた NPO 支援
税制の内容は、ほとんど 2000 年決定された与党 3 党の税制改正大綱と同じものとなってい
た73。 





                                                     
71 シーズ 2000 年 12 月 18 日「どう違う？自民党大綱と与党大綱」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=526（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
72 シーズ 2000 年 12 月 14 日「与党三党の税制改正大綱発表される」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=527（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
73 シーズ 2001 年 1 月 16 日「政府が来年度の税制改正要綱を決定」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=859（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 





2000 年秋頃から 2001 年の春にかけて生じたこのような政治的状況（森政権に対する加
藤紘一の乱）により、認定 NPO 制度の設計と関連して、加藤紘一議員は自民党内で有力者
として最後まで責任を果たすことができなかった。このことも、議員立法を貫くこともでき
ず、制度設計に影響を与えた要因として指摘される76。2001 年 3 月 22 日、加藤紘一衆議院
議員は、森内閣不信任決議案の採決に際して欠席したことにより、自民党の党紀委員会の処
分を受け、自民党の NPO 特別委員会の委員長からも解任された77。 
 
5. 認定 NPO 法人制度の成立（2001 年 3 月） 
NPO 支援税制を含む「租税特別措置法等改正案」の審議が、2001 年 2 月 27 日から衆議
院の財務金融委員会で行われた78。NPO 支援税制を含む「租税特別措置法等の一部を改正
する法律案」が 2001 年 3 月 2 日の衆議院財務金融委員会で、賛成多数で可決された。同




その実態等にかんがみ、引き続き検討すること」とした。2001 年 3 月 28 日、参議院本会
議で、NPO 支援税制を含む「租税特別措置法等の一部を改正する法律案」が賛成多数で可
                                                     
75 『朝日新聞』2001 年 3 月 19 日。 
76 シーズ、松原氏とのインタビューによる、2011 年 2 月 18 日。 
77 シーズ 2001 年 3 月 22 日「加藤議員、自民党 NPO 特委委員長を解任される」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print/php?storyid=833（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
78 シーズ 2001 年 2 月 27 日「衆院財務金融委員会で NPO 税制の質疑」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=841（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
79 シーズ 2001 年 3 月 5 日「NPO 支援税制、衆議院で可決」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=839（2018 年 7 月 18 日最終アクセ
ス）。 
80 シーズ 2001 年 3 月 27 日「NPO 税制、参議院財政金融委員会で可決」




決された。これにより、寄付者に対する NPO 支援税制が成立した81。 








NPO 支援税制の導入は早まった。しかし、同時に、市民団体や NPO 側が望んでいた優遇
税制より限定され、使いにくい厳しい内容になっていた（松並 2008，176）。 
「租税特別措置法等の一部を改正する法律」と、その施行細目を規定する「租税特別措置
法施行令の一部を改正する政令」が 2001 年 3 月 30 日公布された。2001 年 10 月 1 日から
施行されることになり、一定の要件を備えた認定 NPO 法人に寄付した場合、寄附金控除が
できるようになった82。 
「平成 13 年度税制改正の要綱」では、NPO 法人のうち、一定の要件を満たすと、国税庁








                                                     
81 シーズ 2001 年 3 月 28 日「NPO 支援税制、成立」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=829（2018 年 7 月 18 日最終アクセ
ス）。 
82 シーズ 2001 年 4 月 10 日「NPO 支援税制、法律と政令が公布される」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=513（2018 年 7 月 18 日最終アクセ
ス）。 






























                                                     
ス）。 









































制定過程に関わった各政党の政治家は「NPO 議員連盟」を組織し NPO 優遇税制の制定過
程に対応した。 

















第 6 章  自民党政権の「構造改革」と NPO政策の漸進的展開 
 
 
第 1節 自民党政権の構造改革と NPO政策 
 






































の 1 つとして、NPO が位置づけられていた。2000 年から開始した介護保険も、福祉領域に
おいて多様な主体の参入を認めた制度である（仁平 2011，402-403）。 










                                                     
1 閣議決定 2005 年 6 月 21 日『経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2005』。規制改革・
民間開放推進会議 2004 年 8 月 3 日「中間とりまとめ：官製市場の民間開放による『民主導の経
済社会の実現』」。閣議決定 2002 年 1 月 25 日『構造改革と経済財政の中期展望』。閣議決定 2001
年 6 月 26 日『今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針』。
www.kantei.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
2 首相官邸 2000「社会保障構造の在り方について考える有識者会議」














また、政府の経済財政諮問会議が 2006 年 6 月 26 日発表した「経済財政運営と構造改革
に関する基本方針 2006（素案）」いわゆる「骨太の方針 2006」の素案の中でも NPO に対






る NPO 活動の将来像を見極めつつ、様々な分野における NPO の活動促進を図るための取
り組みを着実に実施する。特定非営利活動法人については、公益法人制度改革も踏まえつつ、
制度の見直しについて検討し、平成 19 年夏を目途に結論を得る」と、NPO 制度の改正の
可能性に関して言及した。また、第 4 章では「安全・安心の確保と柔軟で多様な社会の実
現」を掲げ、生活におけるリスクへの対処のために「官民」を挙げての協力関係の構築が重
                                                     
3 閣議決定 2001 年 6 月 26 日「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」
www.kantei.go.jp/jp/kakugikettei/2001/honebuto/0626keizaizaisei-ka.html（2018 年 3 月 5 日
最終アクセス）。 
4 内閣府 2006 年 6 月 26 日「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006」 




















その結果、従業員 500 人以上の大企業における正規職の労働者数は、1999 年 806 万人か
ら 2007 年 693 万人まで減少した。1990 年代初め、全体労働者の 20%に過ぎなかった非正
規労働者は、2008 年には 30%半ばに迫り、女性と青年層では 50%を超えた。失業率も、




生省の「緊急雇用対策事業」、2001 年 6 月の小泉内閣の構造改革プログラムである「今後の
経済再生運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」では、地方自治活性化のために
「介護保険、まちづくり、リサイクル等の社会事業」を担当する NPO の支援強化を図るな
                                                     
5 権 2017 前掲論文、25 頁を参照。 














「補完」的役割を NPO に期待していたといえる（井上 2006，74-75）。 
 












                                                     
7 閣議決定2001年6月26日「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関する基本方針」。
政府は雇用失業情勢が厳しくなると雇用対策に取り組むために、政府内に緊急雇用対策本部を
設置し、「緊急雇用対策」を決定してきた。厚生労働省 www.mmhlw.go.jp（2018 年 5 月 1 日最
終アクセス）。 
8 経済財政諮問会議 2003「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2003」、「530 万雇用創出









第 2節 NPO優遇税制改正（第 1回-6回） 
 
1998 年 NPO 法の制定に続き 2001 年に制定された NPO 優遇税制は実効性の少ない内容




ようになった。以降、市民団体は持続的に認定 NPO 法人制度の改正過程と NPO 法の改正
過程に関わるようになった。 
 
1．第 1 回認定 NPO 法人制度の改正（2002 年 1 月） 
租税特別措置法の改正法として成立した認定 NPO 法人制度は、市民活動組織の育成、活
性化を目的とする。NPO 法人のうち、一定の要件を満たすことで、国税庁長官の認定を受












［表 6-1］ 認定 NPO 法人制度に係る要件 
 








































[表 6-2] 日本版 PST の要件 
 






























































収入で活動している NPO 法人は認定 NPO 法人になりにくくなっていた。また、会員への
サービスの提供が 50％をこえてはならないという要件は、会員へのサービスを主として行
う福祉系の NPO 法人の多くを排除することにつながった。さらに問題になるのは、地域の
広域性要件である。つまり、1 つの市区町村だけで活動し、寄付を集める NPO 法人は、認
定されないということである。多くの NPO 法人が地域に根差して活動している。だからこ
そ効果的で特徴あるものになっていることを認めないことにつながると指摘された（雨宮
                                                     
9 財務省 2001「平成 13 年度税制改正の要綱」www.mof.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 












認定 NPO 法人制度は施行される前から、NPO 等の市民団体、NPO 議員連盟等の関係の
政治家から問題点が指摘された。民主党の鳩山代表は、2001 年 2 月 5 日、国会衆院本会議
で政府の NPO 支援税制案が「羊頭狗肉にすぎない」と批判した。NPO 支援税制が定めて
いる認定 NPO 法人になるための要件が厳しすぎるという、多くの NPO 関係者からの不満
の声を反映した発言であった12。民主党は、2001 年 2 月 22 日、ネクスト・キャビネット
で、NPO 支援税制の対案の内容を決定し、その対案を提出することを発表した13。また、3
月 21 日には、民主党、自由党、共産党、社民党の野党 4 党が、政府の NPO 支援税制への
対案を参議院に提出した。これは、政府の認定 NPO 法人への認定要件の厳格さに共同で対





年 3 月 8 日、予算委員会で NPO 支援税制に関する質疑応答が行われた。江田議員はこの制
度の要件が厳しくて、1%もクリアできないという状況を説明し、政府の委員に質問した。
これに対して、政府側は NPO の 50%はクリアできるという予測を出していた16。 
認定 NPO 法人制度は 2001 年 10 月 1 日から施行されることになっていた。しかし、認
                                                     
12 シーズ 2001 年 2 月 5 日「民主・鳩山氏、政府 NPO 税制は羊頭狗肉」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=855（2018年 3月 9日最終アクセス）。 
13 シーズ 2001 年 2 月 23 日「民主党が NPO 支援税制対案」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=843（2018年 3月 9日最終アクセス）。 
14 シーズ 2001 年 3 月 21 日「野党 4 党、NPO 支援税制対案、参議院に提出」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=834(2018 年 3 月 19 日最終アクセ 
ス)。  
15 シーズ 2001 年 4 月 5 日「自民党が NPO 法改正案を今国会提出で検討」 
htt://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=517（2018年 3月 9日最終アクセス）。 







った。また、具体的な見直しのための作業を行った。2001 年 5 月 23 日、自民党の「NPO
に関する特別委員会」が開催され、「シーズ」、「さわやか福祉財団」、「日本 NPO センター」
など 14 団体が参加した。自民党からは加藤紘一議員、熊代照彦議員等の 10 名の議員、内
閣府担当者等 30 名が参加した。NPO 団体から NPO 支援税法などに関するヒアリングが行
われ、NPO 法制・税制の見直しが議論された。自民党から要綱案が配られ、それをもとに、
NPO 団体から意見聴取が行われた17。2001 年 6 月 20 日、自民党外交部会「国際的 NGO
に関する小委員会」（塩崎恭久委員長）が「NGO に対する税制措置等について」をテーマと
する委員会を開催し、NPO 支援税制に関する国際協力 NGO からのヒアリングを行った。
国会議員 30 名ほど、外務省や内閣府等 70 名ほどが出席した。NPO/NGO 関係者は「シー
ズ」、「日本国際ボランティアセンター」、「国境なき医師団日本」等 9 団体が参加した18。
2001 年 6 月 26 日、自民党外交部会「国際的 NGO に関する小委員会」では、政府の NGO
支援策や ODA 政策等の全般的テーマでヒアリングが行われた。「シーズ」も参加し、NPO
支援税制の要件の緩和を要望した19。 
2001 年 9 月 6 日、自民党 NPO 特別委員会の会合で、加藤紘一は認定要件に対する NPO
側から批判を受け、年末の税調に対して追加要求を出す用意があると述べた。自民党税調に
対して認定要件の緩和を要求していくことを決定した20。2001 年 9 月 18 日、自民党 NPO
特別委員会（加藤紘一）の会合が開かれ、加藤紘一委員長、熊代照彦委員長代理等国会議員
8 名、内閣府、法務省等が出席した。NPO 法の改正案の方針を決め、臨時国会に提出する
                                                     
17 シーズ 2001 年 5 月 30 日「自民党で NPO 税制の見直しが議論に」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=471（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
18 シーズ 2001 年 6 月 20 日「自民外交部会でも NPO 税制が問題に」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=452（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
19 シーズ 2001 年 6 月 26 日「自民党外交部会で税制の議論が続く」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=447（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
20 シーズ 2001 年 9 月 7 日「自民党 NPO 特委、認定要件の緩和を検討」





していくことを確認した。自民党 NPO 特別委員会は、今後 NPO 法の改正、認定要件の緩
和等の内容を NPO からのヒアリングを通して決めていく方針を確認した21。 
「NPO/NGO 連絡会」は、2001 年 9 月 28 日、税制度と法人制度の改正に向けた決起集
会を開催した。NPO 法人制度の改正、NPO 支援税制の改正に関する要望書を採択し各政党
に提出した。要望書は、認定 NPO 制度が成立する前の、1999 年 10 月 15 日、2000 年 11
月 30 日に作成された内容に基づいていた。 










「NPO/NGO 連絡会」は、2001 年 10 月 4 日、NPO 支援税制改正に向けた要望書を各政
党の担当議員に提出した。また 11 月には、NPO 支援税制に関する要望に対し、全国の NPO
法人 2077 団体の代表者から賛同の署名を集めた。11 月 21 日には記者会見を行い、要望書
の内容と署名集めの結果を発表し、各政党に提出した23。 
このような市民団体と与野党からの要望に加え、各省庁からも財務省に対して、制度の見
直しを促す内容の要望案が提出された。8 月 29 日、内閣府は来年度の税制改正に向けて財
                                                     
21 シーズ 2001 年 9 月 18 日「自民党 NPO 特委、認定要件の緩和を」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=394（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
22 シーズ 2001 年 10 月 5 日「NPO 制度連絡会、各党に要望書提出」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=384（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
23 シーズ 2001 年 11 月 22 日「2 千法人から税制改善へ署名集まる」







生労働省、環境省が財務省に対して平成 14 年度の予算要望の中で NPO 法人に関する税制
改正要望を提出した25。 


















                                                     
24 シーズ 2001 年 8 月 29 日「内閣府がみなし寄付金制度創設を要望」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=408（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
25 シーズ 2001 年 9 月 7 日「各省の税制改正要望出そろう」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=400（2018 年 3 月 9 日最終アクセ 
ス）。 
26 『朝日新聞』2001 年 10 月 25 日。 




















11 月 28 日には、衆議院議員会館第 1 会議室にて、第 5 回 NPO 議員連盟総会が開かれ、
NPO 議員連盟として「平成 14 年度 NPO 関連税制改正要望事項」についての検討を行い、
NPO からの意見を聴取した。「シーズ」の松原は支援税制の認定要件の緩和について、
「NPO/NGO 連絡会」が要望した内容が NPO 議連の案に多く受け入れられたことを言及
し、複雑になっている認定要件の改正を要望した32。民主党税制調査会も 12 月 13 日、「2002
                                                     
28 衆議院 2001『第 151 回衆議院 財務金融委員会議録』第 4 号。参議院 2001『第 151 回参議 
院財務金融委員会議録』第 5 号。 
29 衆議院 2001『第 153 回衆議院会議録』第 2 号。 
30 参議院 2001『第 153 回参議院会議録』第 14 号。 
31 シーズ 2001 年 11 月 21 日「自民党 NPO 特委、認定要件緩和を」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=355（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
32 シーズ 2001 年 11 月 28 日「NPO 法改正は来年に、NPO 議連」 






 12 月 14 日政府税制調査会は、「平成 14 年度の税制改正に関する答申」をまとめた。そ
の中で、認定 NPO 法人の実態を踏まえ、非営利法人に関する税制全体のあり方の中で検討
すると明示した34。これにより租税特別措置法施行規則が改正され、2002 年 3 月 31 日の官




2．第 2 回認定 NPO 法人制度の改正（2003 年 1 月） 
NPO 支援税制の認定要件の一部が改正されて、2002 年 4 月 1 日施行されたが、小幅の
修正措置に終わっていたので、市民団体と政党側は次の改正のための働きかけを準備した。 
野党 4 党は閣法で成立したことで、NPO 税制支援の認定基準が厳しく、多くの NPO が
認定を受けられない状況になったことに対応して、議員立法で 2 本の法案（国税・地方税）
を作成した。2002 年 3 月 5 日、民主党、共産党、自由党、社民党の野党 4 党の共同で、





政府側は、構造改革の中で新しい公共の担い手の 1 つとして NPO を位置付けつつ、認定
制度に関しては NPO 活動の実績の様子を見ながら、実態が把握されるとそれに合わせて認
定していくという考え方を示していた。2002 年 3 月 18 日の参議院予算委員会で、江田五
                                                     
33 シーズ 2001 年 12 月 17 日「民主党、NPO 税制の抜本的見直しを」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=340（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
34 政府税制調査会 2001『平成 14 年度の税制改正に関する答申』www.cao.go.jp（2018 年 3 月
9 日最終アクセス）。 
35 シーズ 2002 年 3 月 5 日「野党 4 党が NPO 支援税制対案を提出」






また小泉首相は、「よく実態を見ていい NPO は育成していく必要がある」と答えた36。 
政府の経済財政諮問会議（議長・小泉純一郎首相）は、5 月 13 日「経済活性化戦略中間
整理」を発表し、NPO 税制の認定要件の見直しを求めた37。経済財政諮問会議（議長・小泉
純一郎首相）は、5 月 21 日、税制改革の中間とりまとめとしての性格を持つ「平成の税制
改革」を公表した。その中では、グローバル化の中で日本経済の競争力の強化のために税制
改革を行い、その中でも多様化するライフスタイルのために「寄付や NPO 法人、公益法人
に対する税制を見直す」ことが提案された38。6 月 3 日、経済財政諮問会議（議長・小泉純
一郎首相）は、「経済活性化戦略」を取りまとめ、NPO 税制について「NPO 活動促進のた




政府は 6 月 25 日、経済財政諮問会議の答申に基づき、「経済財政運営と構造改革に関す
る基本方針 2002」を閣議決定した。経済活性化戦略のための 6 つの戦略の中で 1 つとして、
「人間力戦略」で高齢者、女性、若者等が社会を支える制度の整備を提示し、多様化・弾力
化する働き方に応じて NPO の役割の拡大を期待するとした。NPO を働き方の 1 つとして
位置づけ「NPO 活動促進のための、現行 NPO 税制の認定要件の見直しを検討する」とし
た41。 
民間の企業経営者、学識経験者で構成する「税制改革研究会」は、5 月 19 日、「活力ある
日本経済を目指して」とする提言を発表し、寄附金税制の拡充を求めた。画一的で非効率な
国や地方自治体の公的サービスを拡充するために、民間の資金を公的社会貢献に誘導する
                                                     
36 参議院 2002『第 154 回参議院予算委員会会議録』第 14 号。 
37 内閣府 2002『経済活性化戦略中間整理とりまとめに当たって』www5.cao.go.jp（2018 年 3
月 9 日最終アクセス）。 
38 経済財政諮問会議 2002『平成の税制改革』www5.cao.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
39 経済財政諮問会議 2002『経済活性化戦略』www5.cao.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
40 内閣府税制調査会 2002『あるべき税制の構築に向けた基本方針』www.cao.go.jp（2018 年 3
月 9 日最終アクセス）。 
41 経済財政諮問会議 2002『経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2002』www.kantei.go.jp 




「NPO/NGO 連絡会」は、6 月 2 日、担当省庁の内閣府に対して、2001 年 10 月 1 日か
ら施行された NPO 支援税制の改正を求めて申し入れを行い、要望書を渡した。認定要件の
緩和、みなし寄付金制度の実現、認定 NPO 法人の認定期間と更新手続きの再検討、地方税
における優遇措置の実現を中心とする内容であった43。6 月 28 日には、厚生労働省に「NPO
支援税制の改善に関する要望書」を提出し、8 月末に行われる予定の財務省への税制要望に、
連絡会からの要望を反映するように求めた44。 
一方、「シーズ」は、6 月 26 日から NPO 法人の実態調査を開始した。2001 年 10 月から






7 月 31 日開かれた自民党の「国際的 NGO に関する小委員会」の会合では、NPO 税制に
ついて NGO/NPO 側からヒアリングが行われ、認定要件の緩和が議論された。「シーズ」の
松原は、認定 NPO 法人の現状を説明し、認定要件の厳しさが議論された。参加していた自
民党議員は、「今国会は NGO 問題で大臣の首がとんだりした国会だった。NGO 問題こそが
外務省改革の最大の課題だ。NPO 支援税制の問題も、外務省改革の最大課題だ」と述べ、
現行の NPO 支援制度を批判した46。 
                                                     
42 シーズ 2002 年 5 月 20 日「寄付金税制拡充を、日経の諮問提言」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=232（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
43 シーズ 2002 年 6 月 21 日「連絡会、内閣府に税制改正申し入れ」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=200（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
44 シーズ 2002 年 6 月 28 日「連絡会、厚労省に申し入れ」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=141（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
45 シーズ 2002 年 6 月 26 日「シーズ、NPO 法人実態調査開始」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=196（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
46 シーズ 2002 年 8 月 1 日「自民党 NGO 委、要件緩和で議論」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=85（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
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7 月 31 日、野党 4 党が共同提案していた「NPO 支援税制法案」は継続審議となった。8
月 22 日、民主党は「税制改革の基本構想／新たな社会の構築に向けて」を党の組織である
NC で取りまとめ、「NPO 税制及び寄附金税制の拡充と公益法人課税の見直し」を提案した。 
「NPO/NGO 連絡会」は、認定 NPO 法人制度の改善のために 11 月に各政党や NPO 議
員連盟に提出することを予定し、これに向けて 9 月 30 日から 10 月 15 日まで、全国の 7314
法人に対して、署名運動を開始した47。10 月 29 日には全国 17 か所でキャンペーンを開始




けたものである49。「NPO/NGO 連絡会」は、11 月 18 日に「認定 NPO 法人制度改正決起集
会-政府、国会議員に実現の要請行動を」を開催した。与野党の 7 人の NPO 担当議員、350





「シーズ」は 10 月 29 日、「NPO/NGO 連絡会」との協力で実施した「NPO 支援税制改
正のための NPO 法人実態調査」の結果を公表した。6 月から 8 月にかけて実態したもので
ある。調査結果によると、「①現行の支援税制で問題とされている日本版 PST（寄付収入が
                                                     
ス） 
47 シーズ 2002 年 10 月 3 日「NPO 税制改正の署名開始」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=157（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
48 シーズ 2002 年 11 月 15 日「NPO 連絡会、内閣府に申し入れ」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=818（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
49 『朝日新聞』2002 年 11 月 15 日。シーズ 2002 年 11 月 21 日「認定 NPO 法人制度の改善を
求める決起集会」http://www.npoweb.jp/modules/event/index.php?content_id=40（2018 年 3 月
9 日最終アクセス）。 
50 シーズ 2002 年 11 月 20 日「連絡会、制度改正に向けて国会行動」




総収入金額等の 1/3 以上であることとする要件）は、96.6%の NPO 法人がパスできない、
②「広域性の要件（NPO 活動が複数の市区町村で行われることを求める要件）」をパスでき





に減少する、⑤現行の支援税制で問題とされている日本版 PST の算定式で、1/3 規定の右
辺を 1/3 から 1/10 に変えても、93.5％の NPO 法人はパスできない」ということが判明し
た51。 
このような結果を基に、「シーズ」は 2002 年 12 月の税制改正で日本版 PST の抜本的な
改正を求めていくことにした。また「NPO/NGO 連絡会」は平成 15 年度の税制改革大綱が
決定される 12 月中旬に向けて全国キャンペーンを開始した52。 
11 月 7 日、自民党の「国際的 NGO に関する小委員会」が開催され、国会議員、外務省
と内閣府の担当者、「シーズ」等の NPO/NGO 関係者が参加し、認定 NPO 法人制度に関す




の松原は、「シーズ」が行った NPO 法人実態調査結果をもとに認定 NPO 法人制度の現状
と問題点について報告し、制度の抜本的見直しを訴えた。会合で行われた議論をもとに、認
定要件の緩和、みなし寄付金制度の創設を内容とする、「平成 15 年度 NPO 法人に関する税
制改正要望」が採択された53。 
                                                     
51 シーズ 2002 年 11 月 5 日「NPO 法人実態調査の結果公共」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=523（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
52 シーズ 2002 年 10 月 30 日「連絡会、全国キャンペーン開始」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=327（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
53 シーズ 2002 年 11 月 7 日「自民党 NGO 小委、税制要望採択」




11 月 15 日、自民党の外交部会は、外交部会として党税調に提出する来年度の税制改正要
望として、11 月 7 日に決定した「国際的 NGO に関する小委員会」からの認定 NPO 法人に
関する「要望案」を一部修正し採択した54。11 月 19 日に開催された自民党の「NPO に関
する特別委員会」では、NPO 特別委員会が税制調に提出する NPO 支援税制の改正の要望
事項の最終調整が行われた55。 
民主党は、11 月 8 日、「民主党経済再生プラン」を発表し、NPO 支援で雇用創出、寄附
金税制の抜本的改革、NPO の活動範囲拡大、NPO への公共事業の拡大などを提案した。11
月 25 日、内閣部門・税制調査会合同会議を開き、平成 15 年度税制改正要望についてヒア
リングを行った。NPO 法改正案の今国会での成立に向けて引き続き努力することを確認し
た56。 
公明党 NPO プロジェクト・チームは、11 月 22 日、与党税制協議会に提出する NPO 税




財務省は、9 月 24 日、「平成 15 年度税制改正要望事項」の一覧を公表した。NPO 税制に
関しては、内閣府の他、外務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土
交通省、環境省等の計 8 省が改正を要望した。8 省の要望事項の中で、環境省は環境保全活
動を行う NPO 法人や自然再生事業を行う NPO 法人を対象とする認定 NPO 法人の要件緩
和、厚生労働省は介護サービス事業を行う NPO 法人を対象とする税制上の支援を求めてい
た。府省ごとに対象とする活動分野は異なるが、認定要件の緩和とみなし寄付金制度の創設
                                                     
54 シーズ 2002 年 11 月 15 日「自民外交部会、税制要望決める」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=817（2018 年 3 月 19 日最終アク
セス）。 
55 シーズ 2002 年 11 月 21 日「自民 NPO 委、改正要望提出」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=824（2018 年 3 月 19 日最終アク
セス）。 
56 シーズ 2002 年 11 月 11 日「民主党、NPO 支援で雇用創出」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=812（2018 年 7 月 18 日最終アク
セス）。 
57 シーズ 2002 年 11 月 22 日「公明党、税制改正要望を協議」






度を示していた。10 月 22 日に開催された国会の参議院の本会議で、民主党の千葉景子議員
が、非営利団体の活動の促進のために野党 4 党が提出した NPO 支援税制法案の成立を促し







また 11 月 5 日行われた参議院内閣委員会では、民主党の岡崎トミコ議員から竹中経済財
政金融担当大臣への質疑が行われた。岡崎トミコ議員は、認定 NPO 法人の数が 10 月 29









資する観点から、NPO 法人の実態を踏まえつつ認定 NPO 法人の認定要件を見直すべきで
ある」と指針が示された61。 
                                                     
58 シーズ 2002 年 10 月 4 日「8 省庁が NPO 税制改正を要望」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=158（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
59 参議院 2002『第 155 回参議院会議録』第 2 号、衆議院 2002『第 155 回衆議院会議録』第 3
号。 
60 参議院 2002『第 155 回参議院内閣委員会会議録』第 2 号。 
61 税制調査会 2002「第 37 回総会議事録」平成 14 年 11 月 19 日、www.cao.go.jp（2018 年 3 月
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与党 3 党は、12 月 13 日、与党税制協議会を開き、2003 年度の NPO 法人に係る税制改
正の内容を決定した。日本版 PST の 3 分の 1 の基準を、5 分の 1 に引き下げるほか、広域
性要件を撤廃する内容であった。また、みなし寄附金制度の導入が決定された62。 
財務省は 12 月 19 日、「平成 15 年度税制改正の大綱」を発表した63。2003 年 1 月 10 日、
「特定非営利活動促進法施行後規則の一部を改正する内閣府令」が公布された。1 月 17 日、
政府は「平成 15 年度税制改正の要綱」を閣議決定した64。3 月 28 日、「所得税法等の一部
を改正する法律案」が平成 15 年度予算案とともに参議院会議で賛成多数で可決成立した。
4 月 1 日から施行される「所得税法等の一部を改正する法律案」には、所得税法以外にも、
法人税法や租税特別措置法の改正法案も含まれていた。租税特別措置法の改正法として、認
定 NPO 法人へのみなし寄附金制度の導入が行われた65。 




2003 年度の改正内容は次の通りである。まず、認定 NPO 法人制度の認定要件である、
PST 要件の一部の緩和措置が取られた。PST 算定式で 1/3 規準を、1/5 に引き下げる特例措
置が取られた（2006 年 3 月までの特例）。また、一者からの寄付金及び助成金の合計額の限
度規定を 2%から 5%に引き上げる。寄付最低金額を 3000 円未満から 1000 円未満に引き下
げる。国・地方自治体及び国際機関からの委託事業費・補助金は総収入金額に含めない。さ
                                                     
9 日最終アクセス）。 
62 シーズ 2002 年 12 月 13 日「与党税制改正大綱決定」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=886（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
63 シーズ 2002 年 12 月 24 日「財務省、税制改正大綱発表」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=896（2018 年 7 月 18 日最終アク
セス）。 
64 シーズ 2003 年 1 月 21 日「NPO 税制改正、閣議決定」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=916（2018 年 7 月 18 日最終アク
セス）。 
65 シーズ 2003 年 3 月 31 日「改正認定 NPO 法人制度成立」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=886（2018 年 7 月 18 日最終アク
セス）。 
66 シーズ 2003 年 4 月 3 日「改正支援税制、法令公布」








2003 年度税制改正で認定 NPO 制度に進展があったのは、市民団体側が実態調査を通し
て集めたデータをもとに政府を説得し、認定基準の改正の必要性を納得させたのが直接的







3. 第 3 回認定 NPO 法人制度の改正（2005 年 1 月） 
(1) 平成 16 年度税制改正は先送りへ（2003 年） 
「NPO/NGO 連絡会」は 2003 年 4 月 25 日開催された総会で、認定 NPO 法人制度の改
正後の状況をチェックしていくことを活動方針として確認した。2003 年 4 月 1 日から施行
された改正認定 NPO 法人制度の運用をチェックし、その効果を見定め、2003 年の年末に
向けて必要時には運動を展開していくことが確認された68。 




9 月 8 日の自民党総裁選では、2 人の候補が「NPO 支援制度の充実を」と訴えた。10 月 7
                                                     
67 『朝日新聞』2003 年 2 月 22 日。 
68 シーズ 2003 年 4 月 25 日「連絡会、公益法人改革対応強化へ」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php_storyid=1040（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
69 シーズ 2003 年 6 月 18 日「税調答申、NPO に期待」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=1104， 関連 URL：





総選挙に向け、10 月 14 日に「小泉改革宣言～自民党政権公約 2003」を発表した。公約の
中では「NPO が活躍する経済社会の実現」として、NPO を積極活用するとしていた。 
「シーズ」は 2003 年 4 月から改正された認定 NPO 法人制度の国税庁の運用の状況をチ
ェックし、モニタリングした。その結果、認定 NPO 法人の申請件数は 4 月 3 件、6 月 2 件、
7 月 0 件、8 月 2 件、9 月 3 件、10 月 3 件、11 月 0 件、12 月 4 件であった。また、1 万を
超える NPO 法人の中で認定 NPO 法人は、6 月 24 日で 14 件、11 月末で 19 件となってい
た。全体 NPO 法人の中で 0.1%程度の割合であった。 
「NPO/NGO 連絡会」は 11 月 14 日、来年度の税制改正に向けて各政党や政府に提出す
る「平成 16 年度に向けた NPO 法人制度に係る改正に関する要望書」をとりまとめた。「認
定 NPO 法人制度の改善」、「公益法人制度改革との切り離し」の 2 点を要望した。 
11 月 27 日に開催された自民党の「国際的 NGO に関する小委員会」で、来年度の税制改
正要望に関して国際協力 NPO などからヒアリングが行われ、「シーズ」等の 13 の団体が参









「認定要件の計算を単年度での計算から、2 事業年度での計算に変更する」という 4 点であ
った。最終的には「独立行政法人や特殊法人からの委託事業費などを国等からの資金との扱
いと同じくする」に絞られて要望された。しかし、結果的に採用されなかった70。 
                                                     
70 シーズ 2003 年 12 月 18 日「NPO 税制改正は見送り」 








の信用問題が発生した。内閣府は 12 月 18 日、「NPO 法の運用方針」の改定を発表し、「自
主的な市民への説明要請」を盛り込む等、NPO 法人の法律運用基準の改正で対応を強化し
た。 
特に 2003 年 1 月末頃からは政府が 2002 年から進めていた公益法人制度改革の原案が公
開され、認定 NPO 法人制度で税制優遇を求めて活動していた NPO 側に大きな不安と懸念
を抱かせた。行政改革の中で非営利法人に原則課税の方針が掲げられていたので、その影響
が NPO 法人に及ぶかもしれない状況であった。 
 
(2) 市民団体・政党の働きかけ（2004 年） 
政府は 2004 年に入ってからは、多様な政策分野における NPO の活動について言及し、
政策方針の中で NPO との連携を推進していくことを公表した。3 月 19 日、「規制改革・
民間開放推進 3 か年計画」を閣議決定し、これまで「官製市場」とされていた教育分野等で




員会」は、7 月 21 日に「ライフスタイルの選択と雇用・就業に関する制度・慣行について
の報告」を取りまとめ、公開した71。報告書では NPO を女性の雇用の受け皿と位置付け、
その現状と課題に関して言及した。 
認定 NPO 法人数が低調な状況であることに関して、竹中平蔵経済財政担当大臣は 2004
年 3 月 18 日に、2003 年の認定制度の改正で「2 事業年度」の準備が必要になったので、そ
の準備期間を含めて見守っていく予定であるとの認識を示した。また2004年には認定NPO
法人に関する実態調査を行い、その上での対応を考えていくという見解を示した72。 
                                                     
71 男女共同参画社会の形成に影響を及ぼす政府の施策などに関する報告書である。 
72 参議院 2004『第 159 回参議院内閣委員会会議録』第 3 号。 
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自民党は 2004 年に入ってからは、NPO/NGO 等の市民団体との交流を深めるための党組
織新設や交流会の開催を行い、選挙公約に NPO と関連する内容を盛り込むなど、NPO か
らの支持拡大のための方針を採択した。自民党は 2004 年 1 月 16 日、組織本部の団体総局
のもとに「NPO/NGO 関係団体委員会」を設置し、委員長に熊代議員が就任した。NPO/NGO
との連携を強化することで、自民党への理解と関心を高め、支持層を広げることを目的とし
た。また、6 月 2 日には、党改革に関する中間提言を取りまとめた。これまで関係の薄かっ
た団体との関係を強化するために、NPO とのタウンミーティングの開催により交流を深め、








自民党の「NPO/NGO 関係団体委員会」は、9 月 8 日、NPO 法人の実態調査の結果を公





「NPO/NGO 連絡会」は、10 月 4 日、税制改正のための署名運動を開始した。過去の署
名運動では一部の認定要件が改正されたが、十分な効果をもったとは言えないことに対し
て問題意識を持ち、作成した要望書に NPO 法人からの署名を添えて政党と政府に提出する
                                                     
73 シーズ 2004 年 10 月 27 日「自民党、NGO タウンミーティングを開催」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=1868（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
74 シーズ 2004 年 9 月 8 日「自民調査、85%が PST が問題」







月 16 日からは認定 NPO 法人制度改正のための全国キャンペーンを開始し、制度の問題点
を共有し、改善するために世論を喚起する活動を展開した76。 












「NPO/NGO 連絡会」は、11 月 17 日、決起集会を開催し、NPO 支援税制の改正の必要
性を訴えた。「認定 NPO 法人制度改正を求める東京決起集会」には、NPO 関係者 180 人、
与野党 NPO 担当議員 5 人が参加し、NPO 関係者から「認定 NPO 法人制度の改善に関す
る要望書」と賛同署名が国会議員へ手渡された。参加した熊代昭彦（自民）、若井康彦（民
主）、山本保（公明）、吉川春子（日本共産）、福島みずほ（社会民主）議員からは、各党の
                                                     
75 シーズ 2004 年 10 月 6 日「NPO 連絡会、税制改正の署名開始」
http://www.npoweb.jp/modules.news1/print.php?storyid=1831（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
76 シーズ 2004 年 10 月 13 日「NPO 連絡会、全国キャンペーン開始」
http://www.npoweb.jp/modules.news1/print.php?storyid=1842（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
77 参議院 2004『第 161 回参議院会議録』第 3 号。 
78 シーズ 2004 年 11 月 9 日「NPO 連絡会、税制改正要望の詳細決定」




NPO 施策が発表され、認定 NPO 法人制度改正への決意が表明された79。 
自民党は 11 月 25 日、「NPO に関する特別委員会」を開催し、来年度の税制改正要望に
関して NPO からヒアリングを受けた。自民党の加藤議員、熊代議員等 27 名の国会議員や
秘書、内閣府の担当者も参加し、NPO 側からは「シーズ」、「アビリティクラブ助け合い」、
「ピースウィンズ・ジャパン」等の 9 団体が参加した。NPO 側から、PST の要件緩和や単
年度主義の撤廃、共益的な活動の制限に関わる要件の緩和等、認定 NPO 法人制度の要件緩




(3) 政府内の議論（2004 年） 





10 月 26 日、衆議院の財務金融委員会で行われた、熊代議員の質疑に対する谷垣財務大臣
の応答の中で、来年度の認定 NPO 法人制度の改正は留保するという見解が示された。熊代
昭彦衆議院議員は認証を受けた NPO が 1 万 8 千を超え毎月 500 法人が誕生しているが、




                                                     
79 シーズ 2004 年 11 月 18 日「5 議員が参加して認定制度改正の集会開催」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=1907（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
80 シーズ 2004 年 11 月 26 日「自民党、税制改正要望決定」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=1919（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
81 シーズ 2004 年 9 月 1 日「認定 NPO 法人の要件緩和へ政府動く」




に設立後 4 年間は厳しい PST を課さず PST の資格を付与し、4 年後に厳格なテストを課す
という「仮免許制度」の導入を検討して現在の PST の緩和措置を提案した。 





来年度のさらなる PST 要件の緩和については否定的な見解を示した82。 
同日開催された政府の税制調査会（石弘光会長）の第 18 回総会での出口正之委員と佐藤





これに対して、佐藤税制第 2 課長（財務省）は「認証数が 1 万 8 千ある中で認定 NPO 法
人は 25 法人になっている。NPO 法人制度も、認定 NPO 法人制度もまだ若い制度であっ




 一方、内閣府が 2004 年 7 月に NPO 法人を対象に実施したアンケート調査の結果が 11
月 10 日に公表され、NPO 法人の認定 NPO 法人制度の利用状況が明らかになった。「NPO
法人の実態及び認定 NPO 法人制度の利用状況に関する調査」では、3242 の NPO 法人を
対象に調査し、その調査対象の 51.1%が認定 NPO 法人化を希望しているが、PST に係る
要件、設立後 2 事業年度以上経過する必要があるという要件など、認定要件を満たしてい
ないこと等を理由に、申請準備が進んでいないと回答した。内閣府はこの調査結果を踏まえ、
                                                     
82 衆議院 2004 年 10 月 26 日『第 161 回衆議院財務金融委員会会議録』第 2 号。 
83 税制調査会 2004 年 10 月 26 日『平成 16 年税制調査会第 18 回総会議事録』 
www.cao.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
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認定 NPO 法人制度の活用を促進するために、①日本における NPO 法人に対する寄付文化
の醸成、②認定 NPO 法人制度に関する普及啓発、③NPO 法人に対する申請手続きの支援
や会計処理に対する環境整備、④PST 等の認定要件など、制度面における見直しの検討を
取り組むべき検討課題として言及した84。 






(4) 第 3 回認定 NPO 法人制度の改正（平成 17 年度税制改正） 
与党税制協議会は 12 月 15 日、「平成 17 年度税制改正大綱」を決定し、2005 年度の税
制改正の内容が明らかになった。認定 NPO 法人制度に関連しては、認定要件の一部緩和が




前 2 事業年度の平均により算定する」ことに緩和し、「ただし各事業年度の割合は 1/10 以




                                                     
84 内閣府 NPO ホームページ、「NPO 法人の実態及び認定 NPO 法人制度の利用状況に関する 
調査」https://www.npo-homepage.go.jp/uploads/h16a-2-all.pdf（2018 年 3 月 6 日最終アクセ 
ス）。 
85 税制調査会 2004 年 11 月 25 日『平成 17 年度の税制改正に関する答申』www.cao.go.jp 
（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
86 シーズ 2004 年 12 月 15 日「NPO 税制、認定要件の一部緩和決定」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=1947（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 




件も緩和され配偶者及び 3 親等以内の親族に限定する」ことにした。認定 NPO 法人の申請
書の添付書類及び各事業年度の報告書類の簡素化を図る」ことを決めた。また、「④寄付金




PST は、ほとんど変更されず、「シーズ」等 NPO 側からは、「実効性が期待できない」と
不十分な改正であると評価された88。 
 
4. 第 4 回認定 NPO 法人制度の改正（2006 年 1 月） 
(1) 市民団体・政党の働きかけ（2005 年） 
2005 年度の税制改正が行われ、認定 NPO 制度の一部が緩和されたが、その内容が実効
性の少ないものであったので、市民団体はまた認定要件緩和のために働きかけを行った。 
自民党は 2005 年 1 月 18 日開催された定期党大会で、NPO との関係強化の方針をさら





「NPO/NGO 連絡会」は、10 月 26 日、平成 18 年度税制改正に向けた認定 NPO 法人制




                                                     
88 シーズ 2004 年 12 月 15 日「NPO 税制、認定要件の一部緩和決定」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=1947（2018 年 3 月 9 日最終アクセ 
ス）。 
89 シーズ 2005 年 1 月 26 日「自民運動方針、NPO と信頼構築」









2005 年 10 月 26 日に開催された自民党の「NPO 特別委員会」には、NPO 支援税制の改
正問題と関連して、NPO 側からヒアリングを行うために、NPO 側 13 団体と自民党の加藤














の引き上げ等の 4 点である。「シーズ」の松原は、要望と関連して、「2 万 3 千法人中わずか
37 法人しか認定を受けていないのは制度として失格」と評価し、「過去 3 回の要件緩和は効
果がなかったので今回は効果のある改正を期待し、1000 法人は認定を受けられるようにし
                                                     
90 シーズ 2005 年 10 月 31 日「連絡会、認定改正要望とりまとめ」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=2310（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
91 シーズ 2005 年 11 月 7 日「自民党、税制改正でヒアリング」






(2) 政府内の議論（2005 年） 
政府税制調査会（首相の諮問機関）は、2005 年 1 月 25 日、2005 年度の最初の総会を開
き、2006 年度税制改正に向けた議論を開始した。石弘光会長は、総会後に記者会見を行い、
2005 年の年末までの議論で NPO 法人や公益法人の課税問題や寄附金税制の見直しについ
て検討していくことになると語った93。 




6 月 21 日までに 2006 年度税制改正のための方向をまとめるのを予定にしていた94。 
4 月 22 日開催された政府税制調査会の第 34 回基礎問題小委員会と第 2 回非営利法人課
税 WG 合同会議では、「寄付税制のあり方」について議論された。認定 NPO 法人制度に関
しては、PST の算定式が寄付金収入の割合に着目する方式で、NPO 活動の多様性を反映で
きず、NPO 活動の実態にそぐわないのではないかという意見が出され、認定 NPO 法人の
要件緩和の必要性が議論された95。 





                                                     
92 シーズ 2005 年 11 月 18 日「連絡会、内閣府に認定要件緩和申し入れ」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=2324（2018 年 3 月 19 日最終アク
セス）。 
93 税制調査会 2005 年 1 月 25 日「総会（第 24 回）・基礎問題小委員会（第 28 回）合同会議後
の石会長記者会見の模様」www.cao.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
94 シーズ 2005 年 4 月 20 日「政府税調、非営利法人税制の検討開始」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print/php?storyid=2123（2018 年 3 月 9 日最終アクセ 
ス）。 
95 税制調査会 2005 年 4 月 22 日『税制調査会第 34 回基礎問題小委員会・第 2 回非営利法人課
税 WG 合同会議議事録』www.cao.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
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チェックする方法について検討する」「多様化する NPO 活動に合わせて PST のあり方も
活動実態に即したものと見直す」などが意見として提出された96。 
政府税制調査会の「基礎問題小委員会・非営利法人課税ワーキング・グループ」は 6 月 17
日、6 回目の会合で、新たな非営利法人の課税及び寄付金税制のあり方等に関して審議され









内閣府は 8 月 29 日、財務省に提出する翌年度の予算要望及び税制改正要望を、外務省、
厚生労働省、経済産業省、環境省などの 4 省と共同要望し、平成 18 年度に向けた認定 NPO
法人制度改正手続きを始めた。これは、NPO の所管省庁として NPO 税制改正と関連して
毎年の恒例である。財務省に提出された「平成 18 年度税制改正要望」には、認定 NPO 法
人制度に関して、PST 等の認定要件の緩和や申請手続きの負担軽減、閲覧情報範囲の見直
しなどの要望が盛り込まれていた98。 
平成 18 年度に向けた与党税制改正大綱の決定のために 11 月 28 日、総会を開催した自民
党税制調査会は、11 月 29 日、自民党 NPO 特別委員会から認定 NPO 法人制度の改正項目
についてヒアリングを行い、認定要件緩和のための自民党内における議論を本格化させた。
                                                     
96 税制調査会 2005 年 5 月 20 日『第 36 回基礎問題小委員会・第 3 回非営利法人課税 WG 合同
会議』「これまでに出された主な意見」www.cao.go.jp，シーズ 2005 年 5 月 24 日「税調、課税
は強化、寄付は拡充の方針」http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=2157
（2018 年 7 月 20 日最終アクセス）。 
97 基礎問題小委員会・非営利法人課税ワーキング・グループ 2005 年 6 月「新たな非営利法人に
関する課税及び寄附金税制についての基本的考え方」、税制調査会 
www.cao.go.jp/zeicho/tosin/pdf/170617.pdf（2018 年 3 月 6 日最終アクセス）。 
98 シーズ 2005 年 9 月 2 日「内閣府、NPO 税制改正を要望」





となっていた。PST 算定式の要件緩和（算定式の基準値の 1/3 から 1/5 への引き下げ、社員





自民党は 12 月 15 日、平成 18 年度税制改正大綱を決定した。認定 NPO 法人制度に関し
ては、パブリックサポートテスト(PST)の要件が緩和されるなど、一定の改正が行われた。
与党の「平成 18 年度税制改正大綱」の決定を受けて、財務省は 12 月 19 日、「平成 18 年度
税制改正の大綱」を発表した。2006 年 4 月 1 日から施行された。 
改正された認定 NPO 法人の項目は以下の通りである。(1)認定要件と関連しては、PST 算
定式の 1/5 規準（総収入金額のうち寄付金総額の占める割合）の特例措置を 2 年延長するこ
とにした。①算定式と関連して、役員又は社員以外の寄付者からの寄付金は親族関係を有す
る場合でも同一者とはみなさない。また、②特定公益増進法人及び認定 NPO 法人からの寄
付金は受入寄付金総額の 50%まで PST の分子に算入できることになる。③社員からの会費
も、共益的活動部分を除外して PST の分子に参入できる。④国等の行政機関からの補助金
も PST の分子と分母に選択的に算入できる。(2)社員数が 100 人以上の場合、社員に占める
特定親族の制限の要件を適用しない。(3)閲覧対象となる書類について、役員・社員及びそ
の親族関係等でない寄付者や従業員の名簿等の書類は公開されなくなる。(4)小規模法人（2
事業年度の収入平均が 800 万円未満等）は、平成 18 年 4 月 1 日から平成 20 年 3 月 31 日




                                                     
99 シーズ 2005 年 11 月 30 日「自民税調、NPO 税制検討始まる」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=2335（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
100 財務省 2005「平成 18 年度税制改正の大綱」2005 年 12 月 19 日 www.mof.go.jp（2018 年 3
月 9 日最終アクセス）。 
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やすくなったことは間違いない。NPO 側の 1 年の運動の成果でもある」と評価した101。 
 
5. 第 5 回認定 NPO 法人制度の改正（2008 年 1 月） 






安倍首相は 9 月 29 日に行われた所信表明演説で、「活力に満ちたオープンな経済社会の
構築」という章で、NPO に関し言及し、「NPO など「公」の担い手を支援し、官と民との
新たなパートナーシップを確立します」と述べた103。 
2006 年 4 月から要件が緩和された認定 NPO 法人制度が実施され、認定申請数が 4 月 2
件、5 月 3 件、6 月 3 件、7 月 5 件、8 月 7 件、9 月 13 件、10 月 9 件、11 月 2 件、12 月 7
件で、12 月末の時点で認定 NPO 法人数は 85 件になった。緩和された認定要件を実施し、
認定 NPO 法人の状況を見守る年として位置付けられたため、認定 NPO 制度に関しては、
新たな改正の運動をせず様子を静観した。また、2007 年末に公益法人制度に関連して NPO
税制の見直しが予定されていたので、認定 NPO 法人に限った改正は見送られた。 
12 月 14 日、与党の平成 19 年度税制改正大綱が発表された。今回の改正では、2007 年
の年末に公益法人制度改革に関連して NPO 税制の見直しが予定されていたので、NPO 法
人に限定した税制改正は行われず、国税の寄付金控除の限度額の引き上げが行われた。これ
により、認定 NPO 法人等への個人の寄付金控除の対象限度額を、現行の総所得金額等の
30%から 40%に引き上げることが決定された。大綱の中で検討事項として、認定 NPO 法人
                                                     
101 シーズ 2005 年 12 月 29 日「財務省、税制改正の大綱を発表」  
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=2360（2018 年 3 月 9 日最終アクセ 
ス）。 
102 経済財政諮問会議 2006 年 7 月 7 日「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006」
www5.cao.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
103 首相官邸 2006 年 9 月 29 日「第 165 回国会における安倍内閣総理大臣所信表明演説」










(2) 認定要件緩和のための働きかけ（2007 年） 
自民党は 6 月 5 日、参院選の政権公約「155 重点政策」を発表し、その中で認定 NPO 法










省に要望した。内閣府、外務省、環境省の 3 省は 8 月 31 日、平成 20 年度の税制改正の要
望事項として、認定 NPO 法人制度の要件緩和を求める税制改正要望を財務省に提出した。
要望書では、PST の算定式の基準値 1/3 を 1/5 に引き上げる時限措置の延長、申請書類の
簡素化及び認定の適用期間（現行 2 年間）の延長などが盛り込まれていた。 
                                                     
104 シーズ 2006 年 12 月 22 日「与党税制大綱、寄附金控除枠を 40%に拡大」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=2670（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス） 
105 参議院 2007 年 3 月 22 日「第 166 回国会附帯決議一覧、財政金融委員会」
http://www.sangiin.go.jp/japanese/gianjoho/ketsugi/166/futai_ind.html（2018 年 3 月 24 日最
終アクセス）。参議院 2007 年 3 月 23 日『第 166 回国会参議院本会議』。 
106 2007 年 6 月 19 日「経済財政改革の基本方針 2007 について」www.kantei.go.jp（2018 年 3
月 9 日最終アクセス）。 
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認定 NPO 法人数をモニタリングした「シーズ」の集計によると、2007 年度の認定申請
数は 4 月 2 件、5 月 2 件、6 月 5 件、7 月 8 件、8 月 5 件、10 月 8 件、11 月 5 件で、11 月
末は認定 NPO 数が 128 件であった。 
「NPO/NGO 連絡会」は 11 月 5 日、認定 NPO 数が伸びないことと認定要件の煩雑さ等
の問題点を改善するために、来年度の税制改正に向けて「認定 NPO 法人制度の改正に関す
る要望書」を取りまとめた。 
要望事項は、「①NPO 法人の 50%（現行 0.2%）は認定が受けられるように、改正の数値











額は撤廃するか、所得税並み（5 千円）に減額すること」等の 10 項目である107。 
11 月 14 日に開催された自民党の「NPO 特別委員会」では、来年度の NPO 関連の予算
要望・税制改正要望と NPO 団体からのヒアリングが行われた。自民党側からは三原朝彦委
員長、西村康稔事務局長、加藤紘一顧問等の議員が参加し、政府側は内閣府等の 11 省庁、
NPO 側は「シーズ」、「日本 NPO センター」等 4 団体が参加した。認定要件の緩和、NPO
法の改正、市川市の 1%条令のような市民活動の充実のための制度を検討することが決めら
れた。NPO 側からは、「シーズ」の松原が「NPO/NGO 連絡会」の要望書の説明や NPO の
現状について意見表明を行った。来年度の税制改正に関して議論が行われ、認定 NPO 法人
                                                     
107 シーズ 2007 年 11 月 7 日「NPO 連絡会、税制の改正要望まとめる」











心に 24 項目の改正を要望していた109。 
 
(3) 平成 20 年度税制改正における認定要件緩和（2007 年） 
与党は 12 月 13 日、「平成 20 年度与党税制改正大綱」を決定した。今回の税制改正大綱
は、公益非営利分野や寄付金税制において大きな改革となる措置が取られた。公益法人税制
の大改正、認定 NPO 法人制度の改正、「ふるさと納税制」の創設等の措置が同時に行われ
た110。2008 年 4 月 3 日、衆議院は平成 20 年度の税制関連法案を再可決した。改正認定 NPO
法人制度を含む「所得税法等の一部を改正する法律案」も再可決され、成立した。同日、公
布、施行された。 
今回の税制改正で、認定 NPO 法人の認定要件を緩和する措置が大きく 3 つ取られた。第
一は、認定 NPO 法人制度の認定要件の改善が行われた。具体的には、①PST 算定式と関連
して、総収入金額に占める寄付金及び助成金の額（寄付金総額）を 1/3 から 1/5 に引き下げ




                                                     
108 シーズ 2007 年 11 月 15 日「自民党、NPO 特委開かれる」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=2916（2018 年 3 月 19 日最終アク
セス）。 
109 シーズ 2007 年 11 月 27 日「自民党 NPO 特委の要望出る」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=2921（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
110 シーズ 2007 年 12 月 14 日「認定要件の緩和実現、期間が 5 年に」










NPO 側から評価されたことは、認定の有効期間を 5 年に延長したことと PST の実績判
断期間も 5 年の合算、1/5 以上にしたこと、企業からの損金算入限度額も拡大したことであ
る。「シーズ」の松原は、「長年にわたっての懸案が、大きく片付いてきた。認定申請も楽に
なり、認定後も安心して活動できるようになり、大きな成果であると思う」と述べた。ただ、
事業型 NPO の扱い、地方税の詳細などではまだ課題は残っていると評価した113。 
 
6. 第 6 回認定 NPO 法人制度の改正（2009 年 1 月） 
NPO 議員連盟の拡大世話人会が、2008 年 4 月 16 日に開催され、国会議員 10 名と NPO
関係者 30 名が参加した。認定 NPO 法人制度の改正要望、NPO 法の改正要望、行政と NPO
の関わり方について意見交換を行った。認定制度のさらなる要件緩和、事務手続きの簡略化
の必要性を確認し、また NPO の経営基盤の強化と関連する制度として、個人市民税の一部
を NPO 活動への助成金とする制度の導入が提案された。意見交換会を受けて NPO 議員連
盟は、NPO 法の関連法の改正への取り組みを本格化することを確認した114。 
「NPO/NGO連絡会」は、NPO法人制度は 5度の改正によって要件が緩和されてきたが、
複雑さや煩雑さがましていることを指摘した。3 万 6 千ある NPO 法人のわずか 0.25%だけ
が認定を受け、他のほとんどの団体は認定が受けられない状況が続くなど、まだ実効性のあ
る制度になっているとは言えないと評価した。 
                                                     
111 権 2017 前掲論文、22 頁を参照。 
112 財務省 2007 年 12 月 19 日「平成 20 年度税制改正の大綱」www.mof.go.jp（2018 年 3 月 9
日最終アクセス）。 
113 シーズ 2007 年 12 月 14 日「認定要件の緩和実現、期間が 5 年に」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=2929（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
114 シーズ 2008 年 4 月 18 日「NPO 議連、関連法改正に動く」





法人制度の税制改正に関する要望書をまとめた。11 月 14 日に公開された連絡会の要望書









与党は 12 月 12 日、平成 21 年度の税制改正大綱を決定し、12 月 19 日、政府は「平成 21
年度税制改正の大綱」を決定・発表した。政府は、2009 年 1 月 23 日の臨時国会で「平成
21 年度税制改正の要綱」と「税制改正関連法案」を決定し、国会へ提出した。  
今回の税制改正の中で認定 NPO 法人制度に関わる部分は、特例措置として実績判定期間
を短縮することにしたことである。「平成 20 年度税制改正における認定要件などの実績判
定期間の延長に伴う経過的措置として、初回又は 2 回目の認定を受けようとする NPO 法人
が平成 22 年 3 月 31 日までに申請を行う場合、PST の実績判定期間を 2 年（原則 5 年）と
することができる」特例を設ける改正が行われた116。 
今回の税制改正は初回または 2 回目の認定を受けようとする NPO 法人に対して、2009
年 4 月から 2010 年 3 月まで申請を行う場合、パブリックサポートテスト等の実績判定期間
を 2 年とすることを可能にした。この措置で、NPO 法人は初回及び 2 回目の認定申請の実
績判定期間を、2 年か 5 年（最長）かのどちらかを選択することが可能になる。 
今回の特例に関して市民団体は、NPO 側が要望した内容が実現したと評価した。「シー
ズ」の松原は、「今回の改正は認定 NPO 法人制度にとって大きな前進であり運動の大きな
                                                     
115 シーズ 2008 年 11 月 20 日「認定 NPO 法改正要望書、各党に提出予定」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3073（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 







第 3節 第 1回 NPO法の改正 (2002年 12月) 
 








NPO 法改正に関する議論は、2001 年 4 月から 5 月にかけて、自民党の NPO 特別委員




組織(NPO)に関する特別委員会は、NPO 団体から NPO 法改正と関連した意見聴取のため
のヒアリングを行い、団体からの要望を受け入れた119。2001 年 5 月 23 に行われたヒアリ
ングには、「シーズ」、「さわやか福祉財団」、「市民互助団体全国協議会」、「日本国際ボラン
ティアセンター」、「国際協力 NGO センター」、「日本ナショナルトラスト協会」、「日本 NPO
センター」等の 14 団体が参加し、意見を出した。NPO 団体側は、「特定非営利活動法人」
                                                     
117 シーズ 2008 年 12 月 12 日「実績判定期間、初回 2 年の特例が実現」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3079（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
118 シーズ 2001 年 10 月 5 日「NPO 制度連絡会、各党に要望書提出」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=384（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
119 シーズ 2001 年 4 月 5 日「自民党が NPO 法改正案を今国会提出で検討」









「NPO/NGO 連絡会」は 9 月から 11 月にかけて、税制度と法人制度の改正に向けた決起
集会を開催し、「NPO 法人制度の改正に関する要望」という要望書と署名を集め、各政党や
NPO 議員連盟に提出した122。 
自民党 NPO 特別委員会は、NPO 法の改正案の要綱を 2001 年 9 月中の臨時国会に提出
する予定として、要綱案を承認した123。11 月 20 日の自民党 NPO 特別委員会の会合で、
NPO 法改正の要綱案を検討したが、11 月 28 日の第 5 回 NPO 議員連盟総会では 2002 年 1
月通常国会に提出する方向で調整が行われた。この日のNPO議員連盟総会に集まったNPO
団体からは、NPO 議員連盟の改正案に対して賛成の意見が得られた124。NPO 議員連盟の
2002 年 2 月 19 日の会議では予算主義条項の削除が、2 月 27 日の会議では NPO 法改正に
ついて 5 分野を追加するなどの要綱案がまとめられた125。 
                                                     
120 シーズ 2001 年 5 月 30 日「自民党で NPO 税制の見直しが議論に」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=471（2018 年 7 月 18 日最終アク
セス）。 
121 シーズ 2001 年 5 月 18 日「自民党、NPO 法改正は秋の臨時国会で」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=484（2018 年 7 月 18 日最終アク
セス）。 
122 シーズ 2001 年 10 月 5 日「NPO 制度連絡会、各党に要望書提出」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=384（2018 年 7 月 18 日最終アク
セス）。シーズ 2001 年 11 月 22 日「2 千法人から税制改善へ署名集まる」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=354（2018 年 7 月 18 日最終アク
セス）。 
123 シーズ 2001 年 9 月 18 日「自民党 NPO 特委「認定要件の緩和を」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=394（2018 年 7 月 18 日最終アク
セス）。 
124 シーズ 2001 年 11 月 21 日「自民党 NPO 特委、認定要件緩和を」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=355（2018 年 7 月 18 日最終アク
セス）。シーズ 2001 年 11 月 28 日「NPO 法改正は来年に（NPO 議連）」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=345（2018 年 7 月 18 日最終アク
セス）。 
125 シーズ 2002 年 2 月 20 日「議連、今国会での法改正を確認」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=299（2018 年 7 月 18 日最終アク
セス）。シーズ 2002 年 3 月 4 日「NPO 議連事務局、5 分野追加の方針」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=171（2018 年 7 月 18 日最終アク
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しかし、3 月 18 日、自民党の加藤紘一議員が自民党を離党することになり、3 月 26 日に
は NPO 議員連盟の会長を辞任することになった126。3 月下旬から 4 月下旬にかけて起こっ
た政治疑惑などで、加藤紘一議員、辻元清美議員が議員辞職し、これにより NPO 法の改正
作業が一時期中断された。5 月になり、NPO 議員連盟の会長に額賀福志郎議員が就任し、
議論が再開されるようになった。5 月 9 日の NPO 議員連盟の幹事会で「特定非営利活動促
進法の一部を改正する法律案・概要」の最終調整が行われた。改正法の主要な改正点は以下








結局、NPO 法改正案は、12 月の第 155 回臨時国会に提出することとなり、12 月 4 日、
衆議院内閣委員会の全会一致で可決された129。12 月 6 日衆議院本会議で可決、12 月 10 日
に参議院内閣委員会で可決、12 月 11 日に参議院本会議で可決された。2002 年 12 月 18 日
に公布され、2003 年 5 月に施行されることになった。 
 
 
                                                     
セス）。 
126 シーズ 2002 年 3 月 25 日「自民党 NPO 特委、委員長不在に」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=280（2018 年 7 月 18 日最終アク
セス）。シーズ 2002 年 3 月 27 日「加藤氏、NPO 議連会長を辞任」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=278（2018 年 7 月 18 日最終アク
セス）。 
127 シーズ 2002 年 5 月 10 日「議連、NPO 法改正案提出へ」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=241（2018 年 7 月 18 日最終アク
セス）。 
128 シーズ 2002 年 6 月 6 日「NPO 法改正は不透明な情勢」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=216（2018 年 7 月 18 日最終アク
セス）。 
129 衆議院 2002『第 155 回衆議院内閣委員会議録』第 11 号。 
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いた130。政府税制調査会は、2001 年 12 月 14 日、「平成 14 年度の税制改正に関する答申」
の中で、NPO 法人の税制上の措置に関して、「公益法人等の見直しの議論や認定 NPO 法人
の実態等を踏まえ、非営利法人に関する税制全体のあり方の中で検討する必要がある」とし
た131。 













                                                     
130閣議決定 2000 年 12 月 1 日『行政改革大綱』www.gyoukaku.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終ア
クセス）。 
131 税制調査会 2001 年 12 月 14 日『平成 14 年度の税制改正に関する答申』
www.cao.go.jp/zeicho/tosin/131214a02.html（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
132行政改革推進本部決定 2002 年 3 月 28 日「公益法人制度の抜本的改革に向けた取り組みにつ 


























                                                     




年 3 月 9 日最終アクセス）。 
135 シーズ 2003 年 1 月 31 日「公益法人を非営利法人に」





















2003 年 2 月 7 日開催された、第 3 回非営利法人課税 WG で進行していた「非営利法人原
則課税」という議論が、政府の税制調査会委員 10 名の中で民間団体出身の委員である「さ
わやか福祉財団」の堀田力により外部に知らせ、公論化された（山岸・菅原・浜辺 2003，
90-98）。WG の中で NPO 側の視点に立った堀田は、新しい非営利法人に関する財務省の
基本方針に強く反発し、2 月 12 日には独自の対案を作成し、財務省に提出した138。財務省
                                                     
136 税制調査会 2003 年 2 月 7 日「第 3 回非営利法人課税ワーキング・グループ議事録」 
www.cao.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。シーズ 2003 年 2 月 14 日「新法人は原則課
税、一部非課税」http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=943（2018 年 3
月 9 日最終アクセス）。 
137 シーズ 2003 年 2 月 14 日「新法人は原則課税、一部非課税」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=943（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
138 シーズ 2003 年 2 月 17 日「堀田氏が反原則課税に支援求む」 






ある公益法人と NPO 法人が新しい制度のもとでは課税されることが予測されていた139。 





この事件をきっかけに、政府案の骨子が外部に知られるようになり、2003 年 2 月頃から





辺 2003，93；佐藤 2006a，128）。 






「シーズ」は、2003 年 2 月 28 日、財務省・政府税制調査会と行政改革推進事務局に対
して「公益法人制度改革に対する意見書」を提出した。政府が推進している公益法人制度改
革の内容と進め方に関する問題点を指摘し、条件が整わない限り NPO 法人を新しい非営利
                                                     
139 税制調査会 2003 年 2 月 7 日「第 3 回非営利法人課税ワーキング・グループ議事録」
www.cao.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
140 シーズ 2003 年 2 月 21 日「堀田氏 vs 財務省、決着つかず」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=957， 
税制調査会 2003 年 2 月 21 日「第 4 回非営利法人課税ワーキング・グループ議事録」 
www.cao.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 








論を非公開で市民参加のプロセスが欠如している点、等である142。3 月 5 日には、「公益法
人制度改革を検証する」と題する緊急報告会が行われ、政府の公益法人制度改革に反対する
意見が多く寄せられた143。 















                                                     
142 シーズ 2003 年 2 月 28 日「シーズ、公益法人改革で意見書」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=965（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
143 シーズ 2003 年 3 月 12 日「公益法人改革に反対の声続々」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=965（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
144 シーズ 2003 年 3 月 11 日「連絡会世話人会、政府に申し入れ」





3 月 6 日、予定されていた行政改革推進事務局の「公益法人制度の抜本的改革に関する懇
談会」が突然延期され、3 月 11 日に予定されていた政府税制調査会の非営利法人課税ワー
キング・グループの会合も急遽中止された。自民党の行政改革推進本部の公益法人委員会で、
行革事務局の素案の中で NPO 法人を含めるか否かという NPO 法人の扱いと関連して意見
がまとまらず、再検討することになったからである146。 




することが適当である」とした。2003 年 3 月 11 日、自民党の申し入れを受けた政府税調












                                                     
145 公益法人協会、http://www.kohokyo.or.jp/kohokyo-weblog/non-profit/2003/03/post_99.html 
（2017 年 11 月 30 日最終アクセス）。 
146 シーズ 2003 年 3 月 10 日「明日の税調 WG、中止に」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=977（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
147 シーズ 2003 年 3 月 11 日「自民委、政府に NPO 除外を」





また、政府税制調査会の石弘光会長も、3 月 14 日の記者会見で、性格が異なる 3 法人に
非営利という形で税を仕組むのは問題という趣旨の発言をし、今回の公益法人制度改革か
ら NPO を外すべきであるという見解を表明した149。これで、3 月に予定されていた閣議決
定による「公益法人制度等改革大綱」は決定されず、先送りにされた。 









自民党は、5 月 28 日、行政改革推進本部の総会で、「公益法人制度の抜本的改革に向けて





                                                     
148 シーズ 2003 年 3 月 18 日「法人改革で与党 NPO ヒアリング」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=990（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
149 シーズ 2003 年 3 月 24 日「税調会長、3 法人一本化は問題」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=1002（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
150 シーズ 2003 年 4 月 18 日「公益法人改革、与党協議が混迷」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=1031（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
151 シーズ 2003 年 4 月 25 日「連絡会、公益法人改革対応強化へ」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=1040（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
152 シーズ 2003 年 5 月 30 日「与党、公益法人改革で意見書」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=1084（2018 年 3 月 19 日最終アク
159 
 









「NPO/NGO 連絡会」は、11 月 11 日開催された世話団体会で、来年度の税制改正作業に
向けて各政党や政府に提出する予定の要望書を取りまとめた。「平成 16 年度に向けた NPO
法人制度に係る改正に関する要望書」の中では、認定 NPO 法人制度の改善とともに、公益
法人制度改革と NPO 法人制度を切り離すことが要望として盛り込まれていた154。 
11 月 28 日開催された、公益法人制度改革に関する有識者会議の初会合では、今後の会議
の進め方に関する方針が確認された。会議資料、議事録概要、議事録等の原則を公開するこ
とにし、会議の後は必ず記者会見を行うことを決定した。また、会議に参加した委員からは、
NPO 法人に関する議論では NPO 関係者の意見を聞く必要がある、法人の活動の多様性を
踏まえた議論が必要であるなどの意見が出された155。 




                                                     
セス）。 
153 内閣府 2003 年 6 月 27 日「公益法人制度の抜本的改革に関する基本方針」www.cao.go.jp
（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
154 シーズ 2003 年 11 月 20 日「連絡会、税制改正要望強まる」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=1412（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
155 シーズ 2003 年 12 月 4 日「有識者会議、来年 3 月論点整理」


















7 月 7 日行われた第 11 回の「非営利法人ワーキング・グループ」会合で、新しい法人制
度の 1 階部分の制度が公開され、その中に中間法人制度を統合する方針が明言された159。7
月 15 日開催された第 16 回の「公益法人制度に関する有識者会議」会合では、創設される
非営利法人制度の概要と論点が提示された。1 階部分には「非営利法人」が、2 階部分には
「公益性のある非営利法人」という 2 階建ての構造になっていることが示された。中間法
人は 1 階部分に統合する方針で検討するとした160。 
                                                     
156 公益法人協会 2004 年 3 月 29 日 www.kohokyo.or.jp/non-
profit/seidokaikaku/index01.html（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。シーズ 2004 年 3 月 30
日「公益法人制度連絡会がスタート」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=1584（2018 年 7 月 20 日最終アク
セス）。 
157 公益法人制度改革に関する有識者会議、2004 年 3 月 31 日「議論の中間整理」 
www.gyoukaku.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
158 公益法人協会 2004 年 4 月 28 日 http://www.kohokyo.or.jp/non-
profit/seidokaikaku/index01.html（2017 年 11 月 30 日最終アクセス）。 
159 非営利法人ワーキング・グループ、2004 年 7 月 7 日「非営利法人（仮称）制度の創設に関 
する試案（その 1）」www.gyoukaku.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
160 公益法人制度改革に関する有識者会議、2004 年 7 月 15 日「全体的討議用メモ」 
www.gyoukaku.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
161 
 
2004 年 10 月 29 日に開催された第 23 回有識者会議で、NPO 法人に関しては、創設され
る新法人制度には NPO 法人を含めないという方針が固まった。NPO 法人制度は、新制度
に必ずしも包含される関係にないことと、社会的要請が乏しいことが理由として挙げられ
た161。  












自民党の「NPO/NGO 関係団体委員会」は、11 月 25 日、NPO との意見交換会を実施し、
公益法人制度改革に関する NPO 側の意見を聴取した。自民党は改革の対象に NPO を含ま




                                                     
161 シーズ 2004 年 11 月 1 日「公益法人改革、NPO 法人は除外」
www.npoweb.jp/modules.news1/article.php?storyid=1878（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
162 シーズ 2004 年 11 月 20 日「有識者会議が最終報告、NPO は切り離し」
www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=1911（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
163 公益法人制度改革に関する有識者会議「公益法人制度改革に関する有識者会議報告書」 
2004 年 11 月 19 日．www.gyoukaku.go.jp/jimukyoku/koueki-
bappon/yushiki/h161119houkoku.html（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
164 シーズ 2004 年 11 月 27 日「自民、公益法人改革で NPO と意見交換」




3. NPO 法人の存置決定と公益法人制度改革関連 3 法の決定 








 政府税制調査会では、2005 年 4 月 15 日から、基礎問題小委員会と非営利法人課税ワー
キング・グループの合同会議を開催し、公益法人改革後に創設される新しい非営利法人制度
に関する税制の検討を行った。6 月 17 日には、「新たな非営利法人に関する課税及び寄附金
税制についての基本的考え方」が発表された。中間法人制度は廃止され、特別法によって設






ないこともあり、11 月 25 日に提出された税制改正答申では、「当調査会としては、新たな
非営利法人制度に関する法案の具体的な内容を踏まえ、改めて税制の具体化に向けた検討
を行うこととしたい」と述べ、検討を 2006 年以降に先送りすることとした167。 
政府は 2006 年 3 月 10 日、公益法人制度改革関連法案を閣議決定し、国会に提出した。
約 2 万 6 千ある現行の公益法人については、法律施行後は「特別民法法人」として存続し、
                                                     
165 閣議決定 2004 年 12 月 24 日「今後の行政改革の方針」www.kantei.go.jp（2018 年 3 月 9 
日最終アクセス）。 
166 税制調査会「非営利法人課税ワーキング・グループ、議事録・提出資料」www.cao.go.jp（2017
年 10 月 20 日最終アクセス）。 
167 税制調査会 2005 年 11 月 25 日「平成 18 年度の税制改正に関する答申」www.cao.go.jp（2017





公益法人制度改革関連 3 法案を含む行政改革関連 5 法案は、2006 年 4 月 20 日に衆院本








また「見守る」ことはどの程度までを意味するのかについて聞かれ、「認可法人も 2 万 6 千
を数えており、定着しつつあるので、そういった意味で見守る」と答弁した171。 
公益法人制度改革 3 法案を含む「行政改革関連 5 法案」が 5 月 26 日、参議院本会議で賛
成多数で可決、成立した。公益法人制度改革関連 3 法案の成立により、「一般社団法人、一
般財団法人、公益認定社団法人、公益認定財団法人」が既存の社団法人、財団法人を代替す
るようになる172。6 月 2 日、公益法人制度改革関連 3 法が公布された。2008 年 12 月 1 日
公益法人制度改革 3 法が施行されることになった173。 
行政改革の一環として行われた公益法人制度改革は、当初は古い公益法人制度が抱えて
いた問題が取り上げられ、問題のある公益法人を規制する観点から改革の議論が行われた。










170 参議院 2006 年 4 月 24 日『第 164 回参議院会議録』第 19 号。参議院 2006 年 4 月 24 日『第
164 回参議院行政改革に関する特別委員会会議録』第 2 号。 
171 参議院 2006 年 5 月 12 日『第 164 回参議院行政改革に関する特別委員会会議録』。 
172 参議院 2006 年 5 月 26 日『第 164 回参議院本会議会議録』第 28 号（その 1）。 
173 行政改革推進本部 www.gyoukaku.go.jp/about/koueki.html 
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その中で中間法人と NPO 法人などが、一本化する方向で議論が進められた。3 法人一本化
と非営利法人の法人税の原則課税という方向で改革議論が展開されていたのである。公益
















制度として存続することができるようになった。2001 年から 2006 年にかけて行われた公
益法人制度改革議論の末、NPO 法人制度を存置することが決定されたのは、NPO 法制定を
契機にネットワーク化した市民団体が組織的に対応し、自民党の特別委員会や NPO 議員連
盟等の NPO 関連政党組織が政治的に対応し導き出された結果であるといえる。 
 
 
第 5節 本章のまとめ 
 
1998 年、2001 年制定された NPO 法、認定 NPO 法人制度はその制度の内容が限定的で
実効性の少ないものであった。このような NPO 政策の内容は、市民団体のさらなる組織化、




2001 年制定された認定 NPO 法人制度の要件の厳しさは、団体の活動方針を変えた。具体
的には、制度の改善のために持続的に運動を展開するという活動方向へと転換された。これ
により「シーズ」等の市民団体は、改めて組織を整備し、運動を持続することになった。こ
れらは、2001 年の認定 NPO 法人制度がもたらした政策フィードバックと理解できよう。 
上に述べたように、市民団体は 1998 年の NPO 法制定を契機として、組織化し、ネット






て NPO/NGO との交流や関係強化に方針を決め、自民党内に NPO/NGO に関わる組織を
新たに設置し、自民党議員と NPO/NGO 関係団体との意見交換の機会を設けてきた。「シー
ズ」や「NPO/NGO 連絡会」は、自民党の「NPO 特別委員会」、「NPO/NGO 関係団体委員




要な役割を果たした。「NPO 議員連盟」は、政府と NPO 等の市民団体側の間で、政策要望
の伝達ルートとして役割を果たした。「NPO 議員連盟」は認定 NPO 法人制度の改正のため
に自民党税調に要望書を提出し、1 回目の NPO 法改正過程において市民団体の要望をもと
に主導的に法改正に関わってきたし、公益法人制度改革時に NPO 法人側に立ち、自民党に










2001 年に制定された認定 NPO 法人制度は、当初から欠陥を持っていた。認定 NPO 法
人制度は厳しい認定要件が設定されていたので、認定 NPO 制度に申請する法人はわずかに





自民党政権期に、全部で 6 回の認定 NPO 法人制度の改正が行われ、改正措置は小幅の修
正の積み重ねの連続で、改正の程度には濃淡があった。1 回目には小幅な修正で、PST 算定
式の分子部分に当たる役員・社員の規定の一か所が緩和された。2 回目は特例措置の導入で、













































第 7 章 民主党政権の「第三の道」と NPO政策の転換 
 
 
第 1節 民主党政権の「新しい公共」と NPO政策 
 
1．民主党への政権交代 













ーズで 2007 年の参議院選挙を勝利に導いた（宮本・山口 2015，92-95）。格差問題、不平
等の問題は、2007 年には有権者にとって主要な政策争点として認識され、政治論争の主要






                                                     




























































                                                     
2 「民主党の基本政策」に関する記述は、注記しない限り、五十嵐ふみひこ 1996『これが民主 
党だ』からの引用である。 






















































3. 民主党政権の「新しい公共」6と NPO 政策 
(1) 政権交代前夜の民主党と NPO 
政権交代前夜である 2009 月 7 月 14 日、8 月の衆議院選挙を控え民主党と NPO 等市民
                                                     
5 民主党政策アーカイブス「基本政策」






























民主党は 2009 年 8 月の総選挙に向け、マニフェスト「民主党政策集 INDEX2009」を公
                                                     
7 2009 年 7 月 14 日「市民パワーと民主党の懇談会」。シーズ 2009 年 7 月 24 日「民主党、
NPO と政策議論の場を定期的に」 









9 民主党ニュース「市民政策議員懇談会を設置」1998 年 12 月 8 日. 





























                                                     
10 シーズ 2009 年 7 月 31 日「民主党、認定 NPO 法人制度改正を公約に」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3164（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
11 権 2017 前掲論文、31 頁を参照。 
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党の間で NPO に対して微妙に異なる期待や見解を持っていることが確認される12。 
 
 













































                                                     























を定義した。2009 年 10 月 30 日の代表質問の中で、鳩山首相は民間の NPO にも公益を担
ってもらうために、NPO 支援税制（認定 NPO 法人制度）の拡充を行うと明言した13。 




                                                     
13 「第 173 回国会における鳩山内閣総理大臣所信表明演説」2009 年 10 月 26 日、 
www.kantei.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
14 「第 174 回国会における鳩山内閣総理大臣施政方針演説」2010 年 1 月 29 日、 









現させる制度や政策のあり方を議論することを目的とした。2010 年 1 月 27 日に第 1 回の



















                                                     
15 「第 1 回新しい公共円卓会議」2010 年 1 月 27 日、
www5.cao.go.jo/entaku/shiryou/shiryou.html（2018 年 7 月 20 日最終アクセス）。 
16 シーズ 2010 年 6 月 14 日「新しい公共宣言公表、鳩山首相が署名」





鳩山首相が 2010 年 6 月 4 日、普天間基地移転問題と、政治とカネの問題を理由に総辞職






















                                                     
セス）。 
17 「第 174 回国会における菅内閣総理大臣所信表明演説」2010 年 6 月 11 日（2018 年 3 月 9 日
最終アクセス）。 












2010 年 10 月 22 日、菅首相、枝野官房長官、玄葉「新しい公共」担当相（民主党政調会
長を兼務）などの政府メンバーと 20 名の民間委員（NPO・NGO・企業・協同組合などの
















                                                     
19 内閣府「新しい公共推進会議」http://www5.cao.go.jp/npc/suishin.html（2018 年 3 月 9 日最
終アクセス）。 
20 内閣総「新しい公共推進会議」http://www5.cao.go.jp/npc/shiryou/shiryou.html（2018 年 3 
月 9 日最終アクセス）。 
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第 2節 第 7回認定 NPO法人制度の改正 
 
 自民党政権期に NPO 法、NPO 優遇税制の改正が数回行われ、市民団体の要望事項の一
部が受け入れられたが、政策結果として実際認定 NPO 法人は伸び悩む状態が続いていた。
これを受け、市民団体は民主党政権に入っても制度改正のための運動を展開し続けた。 
「NPO/NGO 連絡会」は、2009 年 10 月 1 日、認定 NPO 法人制度改正や寄付税制拡充
を盛り込んだ「NPO 法人制度の税制改正に関する要望書」を公開した。要望書は、政府や
各政党に提出するためのものであった。要望書では、認定 NPO 法人制度施行から 8 年にな
るが 2009 年現在、認定を受けた NPO 法人がわずか 107 法人で、3 万 8 千の NPO 法人の
わずか 0.28%であるという状況を指摘した。また、内閣府の調査では 3 万 8 千の NPO 法人




特例（2010 年 3 月終了）を恒久化すること」、「③認定要件の緩和と申請書類の明確化を行
い、書類審査のみを原則とするなど認定手続きの簡素化を進めること」、「④審査期間を原則








10 月 23 日、内閣府が主催した NPO 法人の税制改正に関するヒアリングに、「NPO/NGO
連絡会」の世話団体として「シーズ」が出席し、内閣府の大島敦副大臣と泉健太政務官への
                                                     
21 シーズ 2009 年 10 月 7 日「NPONGO 連絡会、税制改正要望書を提出へ」




認定 NPO 法人制度の概要や問題点を説明した22。また、「NPO/NGO 連絡会」は、10 月 27-
29 日に与党国会議員へ要望書の伝達やロビー活動の実施を通して、与党議員の理解と協力
を求めた23。 















政府は 12 月 8 日、金融危機の影響を受け日本の経済・雇用状況が厳しくなったことに対
応するための経済対策として、「明日の安心と成長のための緊急経済対策」を閣議決定した。
                                                     
22 シーズ 2009 年 10 月 26 日「内閣府、NPO 法人税制改正でヒアリング実施」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3201（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
23 シーズ 2009 年 10 月 30 日「連絡会、与党議員へ税制改正要望を説明」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3203（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
24 シーズ 2009 年 11 月 4 日「内閣府、要件緩和や簡素化、特例延長を要望」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3205（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
25 「平成 21 年度第 9 回税制調査会」2009 年 11 月 18 日 www.cao.go.jp（2018 年 3 月 9 日最
終アクセス）。シーズ 2009 年 11 月 18 日「政府税調、市民公益税制を議論」














政府は 12 月 22 日、「平成 22 年度税制改正大綱」を閣議決定し、公表した28。今回の税
制改正大綱の中で、認定 NPO 法人制度の実績判定期間の特例延長、2 回目以降の認定は原
則書類審査化、申請・報告書類の明確化と削減、審査期間の短縮（6 か月）、相談・審査体
制の強化（各都道府県所在地にある税務署に相談窓口の設置）、寄附金控除制度と関連して
は寄附金控除適用下限額の引き下げ（5000 円から 2000 円）など、NPO と関連した項目が
取り上げられた。また、今後の寄付税制や NPO 法人・公益法人制度の検討体制として、市






                                                     
26 民主党政権は、平成 21 年度補正予算措置を通して「地域社会雇用創造事業」に参加する起業
希望者 800 人、社会的企業分野で活動する NPO へのインターンやボランティア等 1 万 2000 人
の人件費を補助した（田中 2012、257-258）。 
27 首相官邸 2009 年 12 月 8 日「明日の安心と成長のための緊急経済対策」
https://www.kantei.go.jp/jp/.../1208kinkyuukeizaitaisaku.pdf（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
28 財務省 2009「平成 22 年祖税制改正大綱」www.mof.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
29 シーズ 2009 年 12 月 23 日「特例延長・手続簡素化などが実現へ」




第 3節 NPO法（第 2回）・NPO優遇税制（第 8回）改正と新寄付税制創設 
 
1. 「新しい公共円卓会議」と「市民公益税制 PT」の連合における議論 
2010 年 1 月から 2 月にかけて、「新しい公共」円卓会議、「市民公益税制 PT」が発足し
た。1 月 27 日、内閣府に「新しい公共」円卓会議を設置し、初会合を開催した。経営者、




民主党は 1 月 28 日、「『新しい公共』をめざした市民と民主党の政策形成プロジェクト」
の第 1 回意見交換会を開催した。国会議員と NPO/NGO 関係者が参加し、NPO 関連制度・
税制、NPO バンク、中間支援組織について、意見交換が行われた。民主党企業団体委員会
委員長の細野豪志議員は、行政と NPO が対等なパートナーシップをもって「新しい公共」









政府は 2 月 2 日、税制調査会の「市民公益税制 PT」の初会合を開催し、「新しい公共」
の実現に向け、市民が担う公益活動を資金面で支援するために必要な税制上の課題の検討
                                                     
30 内閣府 2010 年 1 月 27 日「第 1 回新しい公共円卓会議議事録」
www5.cao.go.jp/entaku/shiryou/22n1kai/.../100127_minutes.pdf（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
31 シーズ 2010 年 2 月 3 日「民主党、NPO と定期的な意見交換で政策形成」








政府税制調査会の市民公益税制 PT は 2 月 24 日、第 4 回会合を開催した。有識者ヒアリ
ングには、「シーズ」の松原事務局長と内閣府公益認定等委員会の雨宮孝子が参加した。「シ
ーズ」の松原は、NPO 法人や認定 NPO 法人の現状と課題を報告し、NPO の自立発展を支
援する税制が必要であることを訴え、効果のある改正を要望した。認定 NPO 法人制度の抜
本改正に向けて、「①数値目標の設定で NPO への支援を実効性のあるものに改正する」、「②




「新しい公共」円卓会議の第 2 回会合が 3 月 2 日、開催された。「税制のあり方について」
が主要議題とされた。認定 NPO 法人制度・寄付税制などについて、金子郁容座長が、「仮
認定」制度や事業型 NPO 向け PST の導入、寄付金の控除での税額控除方式創設、優遇税
制対象を幅広く認めて事後チェックを強化する方針などを提案した。金子座長が提案した
これらの事項は、市民公益税制 PT における「シーズ」と「NPO/NGO 連絡会」の要望に沿
った内容になっていた34。 
「新しい公共」円卓会議の第 3 回会合が 3 月 16 日、開催された。「新しい公共を支える
資金のあり方」がテーマとして議論され、税制面の支援だけでなく資金的支援策や政府と
NPO セクターとの関係性等に関する提案が行われた。鳩山首相が出席し、寄付金控除の「税
                                                     
32 シーズ 2010 年 2 月 8 日「市民公益税制プロジェクト・チームが発足」




33 シーズ 2010 年 2 月 24 日「事業型 NPO も支援へ、制度の抜本改正を提案」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3251（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
34 シーズ 2010 年 3 月 8 日「新しい公共円卓会議、NPO・寄付税制を議論」








「市民公益税制 PT」は、4 月 8 日、「平成 22 年度第 1 回税制調査会」に中間報告を提出
し、了承された。この中間報告は「市民公益税制 PT」が寄付税制や公益活動を担う法人に

















                                                     
35 シーズ 2010 年 3 月 24 日「新しい公共円卓会議、資金面の支援を議論」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3262（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
36 内閣府 2010「平成 22 年度第 1 回税制調査会・市民公益税制 PT 中間報告書」www.cao.go.jp 
（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
37 シーズ 2010 年 4 月 9 日「市民公益税制 PT 中間報告を歓迎」





容を 2011 年 1 月には制度として適用されるように迅速に対応するよう指示し、最終的な制
度設計の内容に影響を与えた38。 























                                                     
38 内閣府 2010 年 4 月 9 日「第 5 回新しい公共円卓会議議事録」www.cao.go.jp（2018 年 3 月
9 日最終アクセス）。 
39 内閣府 2010 年 5 月 14 日「第 7 回新しい公共円卓会議・新しい公共宣言要点（案）」 





2. 「新しい公共推進会議」と「市民公益税制 PT」の連合における議論 
鳩山内閣は 6 月 4 日、米軍普天間基地移転の問題で社民党の連立与党の離脱を招いたこ










「NPO/NGO 連絡会」は 6 月 14 日、平成 23 年度税制改正に向けて、NPO 法人制度の税




NPO 法人制度の抜本的改正と関連して、事業型 NPO 法人の認定要件の緩和、仮認定制度
の導入、認定 NPO 法人の情報公開強化、実績判定期間の特例の本則化、みなし寄付金制度
の控除限度額の引き上げ、認定主体の地方団体への移管、認定 NPO 法人制度の規定の特定
非営利活動促進法への移行等が盛り込まれた42。「NPO/NGO 連絡会」は、6 月から 7 月に
                                                     
40 内閣府 2010 年 6 月 4 日「第 8 回新しい公共円卓会議」 
www5.cao.go.jp/entaku/shiryou/22n8kai/22n8kai.html（2018 年 3 月 8 日最終アクセス）。 
41 シーズ 2010 年 6 月 11 日「NPO 議連、NPO 法改正に向けて再始動へ」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3296（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
42 シーズ 2010 年 6 月 23 日「連絡会、内閣府へ税制改正要望書を提出」




かけて NPO 法・税制改正に関する地域学習会を開催した。市民公益税制 PT の中間報告、
「新しい公共」宣言、新成長戦略など政府の動向を報告し、地域の NPO との意見交換会を
行った43。 










の 1 つとして位置付けられた。NPO を新しい成長に向けた主体として位置づけ、NPO を
支える制度の見直し等を提言し、平成 23 年度税制改正で認定 NPO 法人制度の改正や寄付
税制拡充の実現を明記した44。 
6 月下旬、7 月 11 日の参議院選に向けた選挙公約が発表された。民主党、自民党、公明
党、社民党、日本共産党等の各政党の公約には、NPO 法改正、支援税制や寄付税制、ボラ
ンティア、社会貢献活動等に関する政策が盛り込まれた45。 




                                                     
43 シーズ 2010 年 7 月 7 日「連絡会、全国 9 か所で地域学習会を開催」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3309（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
44 閣議決定 2010 年 6 月 18 日「新成長戦略：元気な日本復活のシナリオ―」
www.kantei.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
45 シーズ 2010 年 6 月 30 日「参院選公約、ほぼ全党が NPO 関連政策を記載」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3305（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
46 シーズ 2010 年 9 月 24 日「連絡会、税制改正湿原へ署名活動開始」
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「NPO/NGO 連絡会」は 8 月 25 日から 9 月 16 日にかけて、民主党政策調査会の内閣部
門会議（衆参内閣委員会）、政調税制改正 PT、企業団体対策委員会の国会議員 48 名に対し
て、認定 NPO 法人制度の概要や問題点を説明した。市民公益税制 PT の中間報告の内容を
実現させるためのロビー活動を展開したのである47。また、「NPO/NGO 連絡会」は 9 月か
ら 10 月にかけて、優遇税制改正のための署名活動を行った。連絡会は「NPO 法人制度の
税制改正に関する要望書」への賛同を求める署名活動を、中間支援団体を対象に実施した48。 
菅政権発足後復活した、民主党政調の内閣部門会議が 10 月 12 日開催され、平成 23 年度
税制改正に関するヒアリングが行われ、国会議員、省庁関係者、市民団体等 70 名が参加し
た。市民団体からは、「NPO/NPO 税・法制度改革連絡会」と「シーズ」が参加し、寄付税
制の拡充、新 PST や仮認定制度の導入、情報公開の強化、認定事務の地方移管、認定 NPO
法人制度租特法から NPO 法への移行等の背景や理念を説明した。また、認定 NPO 法人制
度や寄付税制の抜本改正を要望する要望書を提出し全国から寄せられた税制改正賛同署名
も提出した49。 
民主党は 10 月 12 日に開催された政調の内閣部門会議で NPO からのヒアリングを通し
て提出された要望事項を、10 月 19 日に「平成 23 年度税制改正に関する重点要望」として
発表した。重点要望には、寄附金の税額控除方式の導入、認定 NPO 法人制度の認定基準の
見直し等が盛り込まれた50。 
「新しい公共推進会議」が 10 月 27 日、初会合を開催した。鳩山政権の「新しい公共円
卓会議」の後継の会議として、円卓会議がまとめた提案や政府側の取り組みを継続する目的
であった。会議では基本的に市民公益税制（NPO 寄付税制）改正について発言が行われた。
                                                     
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3343（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
47 シーズ 2010 年 9 月 22 日「民主党内閣部門会議の議員らに税改要望」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3342（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
48 シーズ 2010 年 9 月 24 日「連絡会、税制改正実現へ署名活動開始」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3343（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
49 シーズ 2010 年 10 月 13 日「連絡会、民主党内閣部会ヒアリングで要望」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3351（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
50 シーズ 2010 年 10 月 22 日「内閣部門会議、重点要望に NPO・寄付税制」






民主党政策調査会の新しい公共調査会は 11 月 9 日、役員会を開き、平成 23 年度税制改
正に向け市民公益税制に関するヒアリングを行った。国会議員、省庁関係者、「シーズ」等
30 名が参加し、認定 NPO 法人制度の改正と関連した意見交換が行われた。新 PST の規準
として提示された「3000 円以上の寄付者が 100 名以上」という数値設定、「認定事務・機関
の地方移管」、「認定 NPO 法人制度の根拠法の移行」等が要望され、主要な論点として議論
された52。 
 政府の「新しい公共」推進会議は 11 月 11 日、「政府の取り組みに関する新しい公共推進
会議からの提案」をまとめ、11 月 12 日に発表した。この「提案」は、税制や予算など政府
の新しい公共に関する取り組みに対して推進会議がまとめたものである。「提案」には NPO
制度と関連して、税額控除方式導入や認定 NPO 法人の PST 規準の見直し、情報開示の徹
底、地域主導の税制の仕組み、地方団体が決定する仕組みの導入（「仮認定」制度や事後チ
ェック）等、寄付税制見直しの早期実現を求める内容が盛り込まれていた53。 
 民主党政策調査会の新しい公共調査会は、11 月 12 日、「市民公益税制に係る重点事項」
をまとめ、発表した。これは、11 月 9 日に実施した税制改正に関するヒアリングの結果や
議員間の議論を受けたものである。この重点事項では、「シーズ」・「NPO/NGO 連絡会」が





                                                     
51 内閣府 2010「第 1 回新しい公共推進会議議事録」www5.cao.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終ア
クセス）。 
52 シーズ 2010 年 11 月 12 日「新しい公共調査会、税制改正ヒアリング開催」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3365（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
53 第 2 回新しい公共推進会議 2010 年 11 月 11 日「政府の取り組みに対する新しい公共推進会
議からの提案」www5.cao.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
54 シーズ 2010 年 11 月 12 日「新しい公共調査会、税制改正ヒアリング開催」




政府税制調査会は 11 月 16 日、全体会合を開催し、平成 23 年度税制改正要望に対する財
務省・総務省の査定原案を公開した。認定 NPO 法人制度と関連しては、0 次査定で、「主要
項目として議論する」との判定の結果が出された。認定 NPO 法人制度は市民公益税制 PT
で検討が進んでいる中で、2009 年から同様の判定を受けた55。 

















と」、「③NPO 法人の情報公開で市民の寄附先の選択を容易にすること」、「④認定 NPO 法
人の認定主体を国税庁から、主たる事務所がある都道府県知事に移管すること」、「⑤認定
NPO 法人が収益事業から収益事業以外に支出した場合には、社会福祉法人と同様に、収益
                                                     
55 シーズ 2010 年 11 月 17 日「政府税調、査定原案を発表」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3368（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
56 シーズ 2010 年 12 月 2 日「市民公益税制 PT 報告書を歓迎」












係者、学識経験者、行政職員、専門家等 10 名から構成された58。 
 政府は 12 月 16 日、「平成 23 年度税制改正大綱」を閣議決定し、公表した。NPO 制度に
ついては、「市民公益税制」という項目が設けられ、国税と地方税における制度の改正、新
しい措置の導入が明記された。国税については、「①所得税の税額控除制度の導入（認定 NPO
法人への 2000 円以上の寄付金の場合、所得控除との選択により、所得税額の 25%相当額を
限度に控除等）」、「②認定 NPO 法人制度の見直し（寄付金 3000 円以上年平均 100 人以上
規準の導入、PST 算定式の特例を廃止し寄付金の割合を 1/3 規定から 1/5 規定にする等）」、
地方税については、「①個人住民税の控除対象寄付金の拡大」、「②都道府県及び市区町村に
よる NPO 法人等支援」、「③個人住民税の寄付金税額控除の適用下限額の引き下げ（現行 5
千円から 2 千円に）」等の措置が取られた59。 
 
3．「シーズ」・「NPO/NGO 連絡会」の働きかけと NPO 議員連盟との連携 
 税制改正を実現するためには、関連法案の国会成立が必要となる。しかし、ねじれ国会下
の与野党対立や 2011 年 3 月 11 日の東日本大震災の発災による危機的状況で、順調には進
まなかった。2010 年 5 月の社民党の連立与党離脱、2010 年 7 月の参院選の民主党の敗北
による衆参「ねじれ」状態等の理由により、国会では、税制改革の論議等国政運営に自民党
                                                     
57 シーズ 2010 年 12 月 3 日「NPO 議連再結成、政府に税制改正を提言へ」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3376（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
58 内閣府 2010 年 12 月 8 日「第 1 回政府と市民セクター等の公契約等のあり方等に関する専門
委員会会議録」 www5.cao.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 









 政府は、2011 年 1 月 25 日と 1 月 28 日に、予算関連法案として税制改正法案を国会へ提
出した。まず、1 月 25 日に提出された「所得税法等の一部を改正する法律案」には、認定
NPO 法人等への寄付金税額控除の導入や特定寄付信託制度（日本版プランド・ギビング信
託）の創設、認定取り消し時の課税の導入、等が盛り込まれた。次に、1 月 28 日に提出さ
れた「地方税法等の一部を改正する法律案」には、個人住民税の寄付金控除足切り金額の引
き下げ（5 千円から 2 千円）、自治体独自の NPO 法人条例指定制度の創設等が盛り込まれ
た。 
他に、「年 3 千円以上の寄附者が年平均 100 名以上」という新 PST 判定基準（絶対値規
準）や各種特例の本則化（初回申請の実績判定期間 2 年に）等は、施行令・施行規則事項な
ので、今回の法律案には盛り込まれなかった61。 









                                                     
60 朝日新聞、2010 年 7 月 12 日。2010 年 7 月 11 日行われた参議院選挙で民主党は改選 121 議
席のうち 44 議席獲得、自民 51 議席で、自民党に敗北した。選挙後、与党である民主党と国民
新党の参議院における議席数は 109 と過半数議席の 121 に及ばない状態になった。 
61 シーズ 2011 年 1 月 31 日「政府、税制改正法案を国会へ提出」




税制改正の中には、平成 22 年度末である 3 月 31 日に期限切れとなる認定 NPO 法人制
度の 3 つの特例延長等の減税措置も含まれていたが、これに対する対応がないと、国民生
活に悪影響を及ぼすことが懸念されていた。施行令・施行規則レベルで期限切れとなる、重





「NPO/NGO 連絡会」は、3 月 23 日、「つなぎ法案」の成立を求め、政府や NPO 議員連
盟の所属議員へ緊急要望書を提出した。これは、平成 22 年度末に期限切れとなる認定 NPO
法人制度の 3 点の特例で、暫定的にでも延長の措置がないと国民生活に悪影響を及ぼすと
判断したためである。「認定 NPO 法人制度に関する緊急要望書」には、2 年選択可能の実績
判定期間の特例、PST 基準値の 1/3 から 1/5 への引き下げの特例、小規模法人の PST 特例
が盛り込まれた62。 
「NPO/NGO 連絡会」の緊急要望を受けて、政府は租税特別措置法施行令を改正した。認
定 NPO 法人制度の中で期限切れとなる 3 特例措置を、6 月 30 日申請分まで適用延長する
ことにした。「国民生活等の混乱を回避するための租税特別措置法等の一部を改正する法律
案」等のいわゆる「つなぎ法案」が議員立法で成立し、暫定的に 3 か月間延長されることと
なった。これは、3 月 31 日の官報で公布された。4 月 1 日から施行されることになった63。 
また、3 月 11 日に発生した大震災による被害に対し、「NPO/NGO 連絡会」は支援措置が
必要と判断し、「東日本大震災の救援・復興支援に向けた NPO 法・税制等に関する緊急要
望書」をまとめ、4 月 1 日政府や NPO 議連参加議員へ要望活動を開始した64。各政党も 3
月末から 4 月にかけて、復興へ寄付税制や NPO/ NGO/ボランティアの活動促進を提言し
                                                     
62 シーズ 2011 年 3 月 25 日「連絡会、認定 NPO の 3 特例延長を緊急要望」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3432（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
63 シーズ 2011 年 4 月 1 日「認定 NPO、3 特例が 3 か月間延長に」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3435（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
64 シーズ 2011 年 4 月 4 日「東日本大震災、連絡会、復興支援へ緊急要望」





政府は 4 月 8 日、「新しい公共」推進会議の第 5 回会合を開催し、「新しい公共の観点か





税額控除方式の導入などが提案された。また、認定 NPO の認定の在り方を変える NPO 法
の改正について、与野党全会派一致でできるように動いていることについても報告された
66。 




政府は 4 月 19 日、「東日本大震災の被災者等に係る国税関係法律の臨時特例に関する法
律案」と「地方税法の一部を改正する法律案」を国会へ提出した。被災者支援税制としての
対応であった。4 月 27 日、参議院本会議にて、全会一致で成立した68。 




                                                     
65 シーズ 2011 年 4 月 11 日「東日本大震災、各党、復興へ寄付税制等を提言」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3442（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
66 内閣府 2011 年 4 月 8 日「第 5 回新しい公共推進会議議事録：東日本大震災によせて」．
www5.cao.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3443． 
67 内閣府 2011 年 4 月 13 日「平成 23 年度第 1 回税制調査会議事録」www5.cao.go.jp（2018 年
3 月 9 日最終アクセス）。 
68 財務省 2011「第 177 回国会における財務省関連法律：東日本大震災の被災者等に係る国財関










意された。この流れを受け、NPO 議員連盟は NPO 法改正案の準備を開始した。 
「シーズ」と「NPO/NGO 連絡会」は、通常国会会期末が 6 月 22 日で迫っていたことで、
国会会期内に法案成立を要望した。NPO 法改正案の主要な内容には、NPO 法人制度の改正
と認定 NPO 法人制度の改正が盛り込まれていた。NPO 法改正については、活動分野の追
加、認証事務の地方への移管、認証制度の柔軟化・簡素化を行うことが提案されていた。ま
た、認定 NPO 法人制度については、認定 NPO 法人制度を NPO 法に盛り込むこと、認定
機関を地方へ移管すること、「仮認定制度」を導入するなどが提案されていた70。 
各党内では NPO 議員連盟の議員が中心となって、NPO 法改正のための党内手続きが進





4. 第 2 回 NPO 法・第 8 回認定 NPO 法人制度改正と新寄付税制創設（2011 年 6 月） 
東日本大震災への民主党政権の対応の遅れ、4 月統一地方選挙での民主党の敗北等を受け
て、菅内閣退陣の要求が野党だけでなく、民主党内からも野党からも生じるようになってい
た。このような状況で、6 月 1 日、自民、公明、たちあがれ日本の野党 3 党は内閣不信任案
                                                     
69 内閣府 2011 年 4 月 22 日「第 1 回震災支援制度等ワーキング・グループ」www5.cao.go.jp  
（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
70 シーズ 2011 年 5 月 26 日「5・25 緊急集会、NPO 法改正案が公表」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3465（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
71 シーズ 2011 年 5 月 31 日「NPO 法改正案、各党の了承手続きが完了」




を提出したが、6 月 2 日、衆議院本会議において否決された72。この一連の騒動を受け、6
月 3 日に提出予定であった NPO 法改正案は再調整され、6 月 7 日に提出された73。 
6 月 7 日、衆議院内閣委員会の理事懇談会が開催され、NPO 議員連盟が中心となって議
員立法により「特定非営利活動促進法改正案」を 6 月 8 日内閣委員会に提出・採決するこ
とが合意された74。6 月 8 日、衆議院内閣委員会が開催され、NPO 議員連盟が中心となっ
て、「特定非営利活動促進法改正案」が委員長提出の形で提案され、全会一致で可決された
75。6 月 9 日、衆議院本会議で、特定非営利活動促進法改正案が全会一致で可決された76。 
6 月 14 日、参議院内閣委員会で、全会一致で原案通り可決された77。6 月 15 日、参議院本
会議で、全会一致で可決・成立した。これをもって、NPO 法の第 2 回目の改正が行われた
78。 




証の柔軟化・簡素化を行った。NPO 法人会計基準を採用し、財政情報の公開で NPO 法人
に対する信頼性向上のための措置が取られた79。 




                                                     
72 衆議院 2011「第 177 回衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会会議録」第 3 号、6 月 1 
日、衆議院 2011「第 177 回衆議院本会議会議録」第 25 号、6 月 2 日。 
73 シーズ 2011 年 6 月 7 日「NPO 法改正案、8 日に国会提出へ」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3472（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
74 シーズ 2011 年 6 月 7 日「NPO 法改正案、8 日に国会提出へ」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3472（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
75 衆議院 2011「第 177 回衆議院内閣委員会会議録」第 13 号。 
76 衆議院 2011「第 177 回衆議院本会議会会議録」第 26 号。 
77 参議院 2011「第 177 回参議院内閣委員会会議録」第 8 号。 
78 参議院 2011「第 177 回参議院本会議会議録」第 22 号。 
79 権 2017 前掲論文、23 頁を参照。 
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う税法で行われてきたが、今回からは NPO 法に盛り込まれるようになった。 
また、ねじれ国会下の与野党対立や東日本大震災の影響を受けて、平成 23 年度税制改正
法案が 2010 年度末を迎えても成立しなかった。そのため、政府は平成 23 年度税制改正法
案の中から、民主党・自民党・公明党の合意をベースに、与野党間で合意できる改正項目を
抜き出して新たに税制改正法案を提出した。これは、「つなぎ法案」による租税特別措置の
延長期間の終了が 6 月末に迫っていたことを受けた措置でもあった。 
6 月 10 日、政府は、2011 年 3 月の「つなぎ法案」で 3 か月適用が延長された認定 NPO







6 月 10 日に提出された両法案（「新寄付税制（寄付金税額控除等）」）は、6 月 16 日に衆
議院本会議で賛成多数で可決され、衆議院を通過した81。6 月 22 日、参議院本会議にて両
法案が可決・成立された。6 月 30 日、寄付金税額控除方式導入等新しい寄付税制が盛り込
まれた平成 23 年度税制改正の分離法関連法令が公布・施行された82。 
第 8 回目の認定 NPO 法人制度は、新寄付税制の創設を含む画期的な改正であった。これ
により、個人寄付者の所得税の寄付金控除制度に税額控除方式が導入され、新しい PST（絶
対値規準：3 千円以上の寄付者が 100 人以上）制度が創設されることで、認定 NPO 法人の
認定要件が緩和された。また、特例措置であった初回の実績判定期間 2 年、PST 総収入金
額にしめる寄付金及び助成金の額（寄付金総額）を 1/3 から 1/5 に引き下げるなどの実績判
定期間や小規模法人の特例を本則化したことで、画期的な改正が実現された。他に、都道府
県や市区町村が条例で指定した NPO 法人への寄付金について、個人住民税の寄付金税額控
                                                     
80 シーズ 2011 年 6 月 13 日「分離法案が国会提出、寄附金税額控除実現へ」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3475（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
81 衆議院 2011「第 177 回衆議院本会議会議録」第 29 号、6 月 16 日。 





新寄付税制の施行で、認定 NPO 法人に対する寄付は、2011 年 1 月 1 日からの「税額控
除」の遡及適用が可能となった。寄付金に関する地方の個人住民税税額控除は遡及適用し
2011 年 1 月 1 日以降の寄付金に対して 2000 円から適用が可能になる。これは以前の適用
下減額が 5000 円から 2000 円に引き下げられたものである。これによって、低額の寄附で
も寄付金控除制度を利用できるようになった。NPO 法人の新 PST（3 千円以上の寄附者 100
人以上）での認定申請は 2011 年 6 月 30 日から可能となった。新 PST（絶対値規準）は、
現行の PST 規準（収入に占める寄付金額の割合を 1/5 以上とする相対値規準）との選択制
となる。認定 NPO 法人の初回申請の実績判定期間は、2011 年 6 月 30 日から 2 年にするこ
とになった。現行では原則 5 年か 2 年となっているものを 2 年に短縮したものである。ま
た、小規模法人に対する PST の特例が本則化され、一定の要件下で、親族合算計算が不要
になり、匿名寄付・1000 円未満の寄附も寄付金として算入することができるようになった。 













                                                     
83 権 2017 前掲論文、24 頁を参照。 
84 シーズ 2011 年 6 月 30 日「新寄付税制施行、新 PST 申請可能に」




第 4節 本章のまとめ 
 




























3 月 11 日の東日本大震災の発生・原発事故等の震災対応の遅れから内閣不信任案が提出さ
れた。この騒動で一時的に国政運営が中断したこともあった。 
こうした民主党政権期において NPO 法改正と新寄付税制創設ができたのは、「シーズ」
や「NPO/NGO 連絡会」等の市民団体と NPO 議員連盟による働きかけが功を奏したところ
が大きかった。社民党の連立与党からの離脱、2010 年 7 月参院選の敗北等による「ねじれ
国会」の状況で、民主党は自民党、公明党の協力がなければ税制改正、法案成立ができない
状況であった。このような状況で活動を再開した NPO 議員連盟は「NPO/NGO 連絡会」の
要望を受け、期限切れの特例措置を「つなぎ法案」で繋げ、認定 NPO 法人制度の特例が維




て市民団体が NPO 法改正、優遇税制改正を主張するのに有利に作用した側面もあった。 




7 回目の認定 NPO 法人制度の改正時には、特例措置の延長、再認定の書類審査化、申請・
報告書類の削減などを明確化、認定申請処理期間の 6 か月に設定、都道府県相談窓口の設
置、所得税控除適用下限額の 5 千円から 2 千円への引き下げ等の措置が取られた。 
また 2 回目の NPO 法の改正、8 回目の認定 NPO 法人制度の改正、新しい寄付税制の創




NPO 法人制度の NPO 法への移行等の措置が取られた。また、新寄付税制の創設で、PST




























第 1節 自社さ連立政権期における市民団体－政党の緩やかな連携の形成  
 


















れる。与党の NPO プロジェクトには、各党の内閣部会や NPO 担当部会のメンバーが参加
し、連立与党間の横の調整と合意形成を図るためのアドホックな組織として機能した。自社
さの与党 3 党は、与党 NPO プロジェクト・チームに各党の代表をメンバーとして送り、プ
ロジェクトでの合意案を各党の議決機関に持ち帰り、党の了解を得た上で、さらにプロジェ
クトと政策調整会議で 3 党間の合意を詰める手続きを取ってきた（谷 2003，325-326）。















































(3) 行政改革会議 (1997) 
省庁再編、官邸主導、政治主導が打ち出される中、新しい統治機構が模索された。「国民






































283）。このような市民団体側の意見の違いは、1997 年 10 月以降の市民団体間の緊急集会
やシンポジウムを通して収斂し、まとまった1。1997 年 6 月に新進党の修正案が否決され、
廃案となり、また 1997 年末に新進党が解散したことの影響も大きかった。 
 
3. NPO セクター確立運動: 市民活動の普遍化と制度的基盤の拡充の必要性 











セクター確立運動が本格的に展開された（山岡 1996；高田 1998a；高田 1998b；高田 2003；





の市民フォーラム 2001 の「NGO 活動推進委員会」等である（高田 1998，100-109）。 
以降、東京ランポ、自由人権協会、市民フォーラム 2001 等の研究会を母体とし、21 の市
民団体が集まって連合プロジェクトとして「シーズ」が 1994 年 11 月 5 日に結成された（松
原 2004，17；高田 1998，107-108）。当初の設立目的は、市民団体が簡易に法人格を取得
                                                     





NPO 法制定の議論が始まってからは、1995 年 4 月に「市民活動の制度に関する連絡会」
が結成された。「シーズ」とともに議会の動きへの対応に中心的な役割を担い、以降、日弁
連、生活クラブ生協、労働組合、芸術団体等の多様な市民活動団体、グループが活動に加わ










第 2 節 自民党政権期における政策ネットワーク 
 
1. 自民党政権の NPO 政策体制 
(1) 経済財政諮問会議 


































においても、財務省（大蔵省）は NPO の公益性判断をめぐる問題で、NPO を実態がわか
                                                     
2 経済財政諮問会議「構造改革と経済財政の中期展望」2002 年 1 月 18 日決定。経済財政諮問会
議「経済活性化戦略中間整理」2002 年 5 月 13 日発表。経済財政諮問会議「経済活性化戦略」
2002 年 6 月 3 日決定。経済財政諮問会議「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2002」
2002 年 6 月 21 日。www.kantei.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
3 シーズ 2007 年 11 月 27 日「自民党 NPO 特委の要望出る」 






する」として NPO 税制優遇を渋った。日本の NPO や市民社会の組織は、地域レベルを活
動範囲とし、事業型が中心である。財務省は、NPO が「慈善団体」として発展していくこ






















                                                     
5 経済産業省諮問機関産業構造審議会 NPO 部会「中間とりまとめ「新しい公共」の実現にむけ 
て」2002 年 5 月 14 日発表。www.meti.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
6 経産省・独立行政法人経済産業研究所「日本版 PPP の実現に向けて～市場メカニズムを活用




NPO に補助、委託などを実施してきた（田中 2011，271）7。 
 
(4) 自民党 NPO 関連組織 
自民党は無党派への対策として NPO や NPO 政策へ対応した側面があった。政党の方針
は、政党の政策を決定するとき判断のもとになる政党の綱領から確認することができる。特
に、選挙と関連してどのような政策をとり、連携を組むのかに注目する必要がある。 











「小委員会」は、NPO 法、認定 NPO 制度と関連して政策的要望を提出するなど「特別委
員会」と類似の役割を果たした。「NPO/NGO 関係団体委員会」は、NPO/NGO との連携を





                                                     
7 シーズ 2002 年 10 月 4 日「8 省庁が NPO 税制改正を要望」
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=158（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
8 「自由民主党の基本方針平成 22 年綱領」http://www.jimin.jp/jimin/jimin/chart/img/chart.gif,  




自民党の部会に NPO が出席するということは、55 年体制においてはあり得ないことで
あった。無党派層が増加したことや、NPO はかつての大衆運動や住民運動に比べてイデオ
ロギー性が少ないことなどが、自民党の市民団体・NPO に対する警戒感を弱めた要因であ










2. NPO 議員連盟11 
NPO 議員連盟は、1998 年 NPO 法が制定された翌年である 1999 年 8 月に発足した。当
時議員連盟に参加を届け出た国会議員は 234 名で、NPO 法ができた頃、自社さ政権の中枢
にいた議員が中心で、5 党 1 会派の超党派議員で構成された12。発足当時、会長は自民党元
幹事長の加藤紘一であった。NPO 議員連盟は、NPO 法人の公益活動の強化のために、税法
上の優遇措置の拡充等 NPO 活動の環境整備を目的とした。NPO 議員連盟は、NPO 側の意
見を政府各省庁や自民党執行部に伝えることで、政策に影響を与えるために活動してきた。
                                                     
9 シーズ 2004 年 1 月 23 日「自民、NPO からの支持拡大へ」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=1497（2018 年 3 月 9 日最終アク
セス）。 
10 「自由民主党の基本方針平成 22 年綱領」http://www.jimin.jp/jimin/jimin/houshin/index.html 










NPO 議員連盟内で議論された政策内容は、各議員を通して各党内での NPO 政策の叩き台




NPO 議員連盟の結成の意義に関しては、1998 年の NPO 法制定時に決定された附帯決議




















                                                     
13 シーズ 1999 年 8 月 6 日「NPO 議員連盟発足」 




整えられた。具体的には、共産党は 2000 年 1 月 27 日付けで党内に NPO 対策委員会を設
置した。この委員会の目的は、NPO への優遇税制の推進に限定されていた14。公明党は 1999
年 7 月、公明党の大会で公表された基本政策の中で、「NPO の財政基盤の強化」を謳った。
また、公明党は 2000 年 2 月に NPOPT を設置した。民主党は NPO 委員会を設置した。社
民党は 2000 年 2 月 29 日、党内組織として NPO 活動促進プロジェクト・チームを設置す





活動は継続された。1998 年、2001 年成立された NPO 法、税制は実効性の乏しい、不十分
な内容であったが、妥協的に制定された経緯があった。2001 年認定 NPO 法人制度の施行






に伝達する、中心的役割を担ってきた。1999 年 6 月 NPO 制度改革のために、「シーズ」、
「日本 NPO センター」等全国 28 の市民団体が連携して「NPO/NGO に関する税・法人制




                                                     
14 シーズ 2000 年 2 月 8 日「共産党も NPO 委員会設置」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=651（2018 年 3 月 9 日最終アクセ
ス）。 
15 シーズ 2000 年 2 月 29 日「社民党も NPO プロジェクト結成」 




























                                                     
16 「新寄付税制＆NPO 法改正を求める 2・15 緊急院内集会」配布資料より。2011 年 2 月 15 
日、「シーズ」松原氏とのインタビューによる。2011 年 2 月 18 日。 
17 「シーズ」は NPO 議員連盟の組織化を促し、実質的事務局として役割を担うなど NPO とか
かわる法制度の制定・改正と関連して政策形成に戦略的に影響を与えてきた。「シーズ」松原氏
とのインタビューによる。2011 年 2 月 18 日。 

























団体委員会」や NPO 議員連盟など、NPO 法と優遇税制の制定を契機に強化された市民団
体のネットワーク、NPO 団体と公益法人協会等の連携等を通して、その流れは止められた
(辻 2008，88；加藤 2008，58)。 
 
 
                                                     




第 3節 民主党政権期における政策ネットワーク 
 
1. 民主党政権の NPO 政策体制 
(1) 総理直属機関「新しい公共円卓会議／新しい公共推進会議」 
新しい公共円卓会議の設置によって、新寄付税制が政治主導で実現できるようになった














2010 年 12 月 16 日に発表された税制改正大綱では、認定 NPO 制度の抜本的改革が行わ




                                                     
20 シーズ 2010 年 6 月 21 日「菅内閣発足、所信表明で NPO 等の言及減少 」 























を設置することを 2009 年 9 月 29 日に閣議決定した。新政府税調を設置し、税制改正過程
を「一元化」することにした。また税制改正プロセスを透明化する方針に基づき、税調での
議論は公開されることになった22。2009 年 10 月に新政府税調が発足した。2009 年 12 月






                                                     
www.cao.go.jp（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
22 シーズ 2009 年 9 月 30 日「新政府税調発足、税制改正議論が再スタート」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/print.php?storyid=3190。シーズ 2009 年 11 月 18 日 
「政府税調、市民公益税制（寄付税制）を議論 」 




















2. NPO 議員連盟 
NPO 議員連盟は、民主党政権下で、一時期休止状態にあった。鳩山政権下で、小沢一郎
幹事長が、2009 年 11 月、国民・自治体・各種団体からの陳情要望を幹事長室に窓口を一元
化する方針を発表し、超党派の議員連盟は廃止された。しかし、政治状況の変化により、鳩
山政権は 2010 年 6 月に退陣した。さらに、夏の参院選で民主党の敗北により、民主党は衆
参ねじれ状態に直面していた。民主党の幹事長が小沢一郎から枝野幸男、さらに岡田克也に
変わったことで、NPO 議連は再開した。 
                                                     
23 「市民公益税制」PT は、2009 年 12 月 22 日平成 22 年度税制改正大綱に基づき、政府の税 
制調査会の中に設置された会議体で、2010 年 2 月 2 日初会合を開催した。 
シーズ 2010 年 2 月 8 日「市民公益税制プロジェクトチームが発足」 











（秋山 2011b，53）。活動を再開した NPO 議員連盟を中心に、2011 年 6 月の第 2 回 NPO
法改正、第 8 回認定 NPO 法人制度改正が議員立法で行われた。 
 




















                                                     













































1. NPO 政策に対する市民団体の組織化 
旧公益法人制度は、市民団体が活動する適所を提供し、組織化のインセンティブを与えた。















                                                     
27 151 回参議院本会議で、櫻井充民主党議員の発言から、NPO 法人の政治活動禁止に比べ、公













「シーズ」は NPO 法の制定のために設立され、以降の NPO 制度の改正のために活動を














れていることがわかる。「シーズ」が設立された 1994 年の収入の合計を見ると 250 万円程
度で小さな予算規模で始めたことがわかる。収入規模は年を重ねるほど増加し、1998 年に
2400 万円程度になり、活動 4 年目で 10 倍くらいに増えた。NPO 政策過程に持続的に影響




30 「シーズ」の松原氏とのインタビューによる。2011 年 2 月 18 日。 
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を与えてきた期間は、財政規模が増加する傾向にあった。2001 年以降の平均収入は 4500 万
円程度である。2006 年-2007 年にかけて NPO を対象に調査した「J-JIGS2-NPO」調査結











NPO 活動に関わる市民団体は政府の NPO 政策の欠陥に対応するためにネットワークを











1994 2,070,000 271,100 190,763 2,531,863
1995 2,895,000 2,186,860 387,000 723,111 6,191,971
1996 3,577,190 2,677,383 2,060,000 475,166 1,292,596 10,082,335
1997 3,618,460 7,218,065 1,285,895 773,547 12,895,967
1998 4,169,460 19,198,748 495,912 771,689 24,635,809
1999 4,150,930 14,077,805 1,750,000 8,065,000 372,830 518,307 28,934,872
2000 3,453,910 8,709,846 3,863,521 7,350,000 5,955,750 143,812 29,476,839
2001 4,958,290 12,010,506 5,000,000 12,274,099 5,401,306 39,644,201
2002 3,513,590 11,534,032 8,000,000 4,669,000 6,672,585 1,198,358 35,587,565
2003 4,579,990 10,895,164 20,000,000 8,441,006 1,740,208 45,656,368
2004 4,700,033 9,640,046 23,418,190 5,923,523 2,763,969 46,445,761
2005 5,715,000 8,705,506 22,839,077 4,516,035 41,775,618
2006 4,380,000 14,500,312 2,775,672 30,665,423 3,194,357 55,515,764
2007 4,380,000 21,520,309 14,334,889 14,035,460 1,496,779 55,767,437
2008 3,050,000 7,346,693 15,571,248 194,052 26,161,993
2009 4,467,900 13,567,451 22,233,412 468,335 40,737,098







を目的とした運動体で、1999 年 6 月 8 日に発足した。発足時は、全国の 28 の NPO/NGO
支援団体が参加し、2010 年 6 月で 39 団体が参加し活動している31。「NPO/NGO 連絡会」
は、年に 1 回 5 月に総会を開き、運動方針を決定する。他にも世話団体会、幹事会、両方の





は 2001 年の NPO 優遇税制の制定を始め、以降の優遇税制の改正過程、NPO 法の改正過











1998 年の NPO 法の制定を始め、2001 年の NPO 優遇税制の制定以来、市民団体は持続
                                                     
31 シーズ 2010 年 6 月 23 日「連絡会、内閣府へ税制改正要望書を提出」 
http://www.npoweb.jp/modules/news1/article.php?storyid=3301（2018 年 7 月 20 日最終アク
セス）。 
32 「シーズ」、松原氏とのインタビューによる。2011 年 2 月 18 日。 


















［図 8-1］ 自民党政権期の NPO 優遇税制改正過程（2001-2009 年） 
 
出典：「シーズ」、松原氏とのインタビューによる。2011 年 2 月 18 日。 
 
          4 月       5－6 月      8 月下旬      10 月        12 月中旬 
                                   検討        
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       各省庁               検討                    交渉 
 
                   協議       
自民党   税調(多数決による決定)       交渉            検討              
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      各部会・            検討                   
      委員会     























































































































































た。自社さ 3 党の政策調査会下に設置された連立政権 PT を通して NPO 法制定の議論が








































善してきたのかに関して明らかにしようとした。特に、1998 年の NPO 法制定から 2011 年
の NPO 法・認定 NPO 法人制度の改正、新寄付税制の創設までの NPO 政策過程を通して、
NPO 政策の漸進的、持続的変化が可能になったメカニズムを明らかにすることに主眼を置




















1994 年から 2000 年までの連立政権期は、市民団体が組織化し、現実主義的活動を展開
し始めた分岐点といえる。1994 年から 1998 年までの自社さ連立政権期に、市民活動支援
法が政策アジェンダ―として提起された。市民団体は社会党（社民党）、さきがけ、民主党
との連携を通して、NPO 法制定過程において重要な決定に影響を与えた。具体的には、議

















ーズ」とともに中央と地方において NPO 優遇税制の制定過程に取り組み始めた。2001 年
233 
 
の NPO 優遇税制の制定後、「シーズ」は時限的組織として解散する予定であった。 
しかし、認定 NPO 法人制度は、認定 NPO 法人になるための要件、特に PST 規定が厳し
すぎて、財政基盤が弱くて活動年数が浅い、地域の小規模の日本の NPO 法人の実情に合わ
















第 2節 政策ネットワークと NPO政策 
 
過去の公共政策として旧公益法人制度は、NPO・市民団体に組織化のインセンティブを































NPO/NGO に対応する委員会が存在しなかった。NPO 法制定後、自民党内に NPO 関連委
員会が設置され、NPO/市民団体の政策過程へのアクセスができるようになった。 
また、NPO 議員連盟の創設も市民団体が NPO 政策過程において重要なアクセスルート
として役割を果たした。NPO 政策過程における NPO 議員連盟の役割は二点ほど挙げるこ
とができる。第一点目は、政治的立場が異なる与野党が NPO 政策に対しては対立争点を作
らず、共有された政策要望を土台に対応してきた点である。NPO 政策をめぐっては、自民





















った。それでもなお 1990 年代から 2011 年にかけて NPO 政策が漸進的かつ持続的に変化
してきたのは、超党派の与野党の議員で構成された NPO 議員連盟を通して、市民団体が政
策要望を提言することができたことによる。 
市民団体のロビー活動や改正運動による NPO 優遇税制の改正の結果は、制度施行の 1-2











認定 NPO 法人数も以前の政権より伸びる方向へ動き始めた。 







制度的に NPO 法人制度と並立するようになった。NPO 法人制度が、認証により法人格を
取得し、認定により認定 NPO 法人になる「2 階建て」形式の制度であるとするならば、新
公益法人制度は登記により一般社団・財団法人になり、認定により公益社団・財団法人にな
る「2 階建て」形式の制度になっている。結局、似て非なる制度が並立するようになった1。 
民主党政権期には NPO 法改正、認定 NPO 制度の改正、新寄付税制の創設という結果を
導き出すことができた。NPO 法改正により NPO 法人の活動分野の拡充、認証事務の地方







                                                     
1 公益法人制度の制定で、旧公益法人制度の欠陥が是正されたことで、論理的には、NPO 法は
存在理由が失われることになる。NPO 法の制定の背景は、旧公益法人制度の欠陥を是正するた















第 3節 本研究の含意及び今後の課題 
 






は、NPO 政策の変化に対して、新自由主義改革を推進する自民党政権が NPO を雇用の受
け入れ先とするために生じたものであると評価する批判的な研究から、逆に市民社会の勝





























































権期に抜本的改正が行われた認定 NPO 制度は、2012 年 12 月に自民党政権になってから再
び制度見直しの対象とされた。政府税制調査会は、経済状況に合わせて NPO 法人に対する









                                                     
2 シーズ 2014 年 5 月 27 日「川田議員、参院で認定 NPO のみなし寄附堅持を訴える」、2014
年 6 月 3 日「『どうする？NPO 法・税制改正』を開催」
http://www.npoweb.jp/topics/news/institution/（2018 年 3 月 9 日最終アクセス）。 
240 
 

































1． NPO 議員連盟名簿 
 































2．「NPO/NGO に関する税・法人制度改革連絡会」参加団体（2010 年 4 月現在） 
 
NPO 推進北海道会議（北海道） 
あおもり NPO サポートセンター（青森県） 
せんだい・みやぎ NPO センター（宮城県） 
杜の伝言板ゆるる（宮城県） 
茨城 NPO センター・コモンズ（茨城県） 
群馬 NPO 協議会（群馬県） 
さいたま NPO センター（埼玉県） 
NPO 会計税務専門家ネットワーク（東京都） 
NPO 事業サポートセンター（東京都） 









くびき野 NPO サポートセンター（新潟県） 
長野県 NPO センター（長野県） 
ぎふ NPO センター（岐阜県） 
浜松 NPO ネットワークセンター（静岡県） 
パートナーシップ・サポートセンター（愛知県） 
市民フォーラム 21・NPO センター（愛知県） 
大阪 NPO センター（大阪府） 
大阪ボランティア協会（大阪府） 
関西国際交流団体協議会（大阪府） 
アート NPO リンク（京都府） 
市民活動センター神戸（兵庫県） 
宝塚 NPO センター（兵庫県） 
奈良 NPO センター（奈良県） 
大和まほろば NPO センター（奈良県） 
岡山 NPO センター（岡山県） 
ひろしま NPO センター（広島県） 
NPO 高知市民会議（高知県） 
NPO ふくおか（福岡県） 
ふくおか NPO センター（福岡県） 
佐賀県 CSO 推進機構（佐賀県） 
NPO くまもと（熊本県） 
注：計 39 団体（北から／50 音順） 









（2010 年 1 月 27 日-2010 年 6 月 4 日） 
秋山 をね （株）インテグレックス代表取締役社長 
市村 良三 長野県小布施町長 
井上 英之 慶応義塾大学総合政策学部専任講師 
大西 健丞 公益社団法人 Civic Force 代表理事 
小城 武彦 丸善（株）代表取締役社長 
小栗 泉 日本テレビ報道局記者 
海津 歩 （株）スワン代表取締役社長 
金子 郁容 慶応義塾大学大学院政策・メディア研究科教授 
金田 晃一 武田薬品工業（株）コーポレート・コミュニケーション部シニア・マネジャ     
      ー 
佐野 章二 ビッグイシュー日本代表 
島田 京子 日本女子大学共同教職大学院設備準備室室長 
谷口 奈保子 NPO 法人ぱれっと創始者・理事長 
寺脇 研 京都造形芸術大学芸術学部教授 
新浪 剛史 株式会社ローソン代表取締役社長 
福嶋 浩彦 前我孫子社長 
福原 義春 株式会社資生堂名誉会長 
堀 久美子 USB 証券会社コミュニティアフェアーズマネージャー 
横石 知二 （株）いろどり代表取締役社長 














（2010 年 10 月 27 日-2011 年 7 月 20 日） 
秋山 をね （株）インテグレックス代表取締役社長 
浅岡 美穂 気候ネットワーク代表・弁護士 
小澤 浩子 東京都赤羽消防団副団員 
加藤 好一 生活クラブ事業連合生活協同組合連合会会長 
金子 郁容 慶応義塾大学大学院政策・メディア研究科教授 
兼間 道子 特定非営利活動法人日本ケアシステム協会会長、 
新しい公共をつくる市民キャビネット共同代表 
北城 恪太郎 日本アイ・ビー・エム株式会社最高顧問 
黒田 かをり CSO ネットワーク共同事業責任者 
佐野 章二 ビッグイシュー日本代表 
白井 智子 特定非営利活動法人トイボックス代表理事 
高橋 公 特定非営利活動法人ふるさと回帰支援センター専務理事・事務局長 
坪郷 實 早稲田大学社会科学総合学術院教授 
寺脇 研 京都造形芸術大学芸術学部教授 
中竹 竜二 財団法人ラグビーフットボール協会コーチングディレクター 
新浪 剛史 株式会社ローソン代表取締役社長 CEO 
西田 厚聰 株式会社東芝取締役会長 
早瀬 昇 社会福祉法人大阪ボランティア協会常務理事、 
     特定非営利活動法人日本 NPO センター副代表理事 
藤岡 喜美子 特定非営利活動法人市民フォーラム 21・NPO センター事務局長、 
     一般社団法人日本サードセクター経営者協会執行理事兼事務局長 
向田 映子 女性・市民コミュニティバンク理事長 









（2010 年 12 月 8 日-2011 年 7 月 6 日） 
市原 兼久 愛知県県民生活部社会活動推進課主査 
稲継 裕昭 早稲田大学大学院公共経営研究科教授 
井上 英之 慶応義塾大学大学院メディア・政策科特別招聘准教授 
岩永 幸三 佐賀県監査委員事務局副監査官 
駒崎 弘樹 特定非営利活動法人 フローレンス代表理事 
塚本 一郎 明治大学経営学部公共経営学科教授 
濱口 博史 弁護士  
松原 明  特定非営利活動法人シーズ・市民活動を支える制度をつくる会副代表理事 
横石 知二 株式会社いろどり代表取締役社長  





(2011 年 4 月 22 日-2011 年 6 月 14 日) 
黒田 かをり CSO ネットワーク共同事業責任者 
坪郷 實 早稲田大学社会科学総合学術院教授 
濱口 博史 弁護士  
早瀬 昇 社会福祉法人大阪ボランティア協会常務理事、 
     特定非営利活動法人日本 NPO センター副代表理事 
松原 明  特定非営利活動法人シーズ・市民活動を支える制度をつくる会副代表理事 











（2012 年 1 月 12 日-2012 年 10 月 16 日） 
太田達男 公益財団法人公益法人協会理事長 
小澤 浩子 東京都赤羽消防団副団長 
金子 郁容 慶応義塾大学大学院政策・メディア研究科教授 
北城恪太郎 日本アイ・ビーエム株式会社最高顧問 
黒田かをり 一般財団法人 CSO ネットワーク事務局長・理事 
納谷 廣実 明治大学学長 
新浪 剛史 株式会社ローソン代表取締役社長 CEO 
早瀬 昇 社会福祉法人大阪ボランティア協会常務理事、 
     特定非営利活動法人日本 NPO センター副代表理事 
藤岡 喜美子 特定非営利活動法人市民フォーラム 21・NPO センター事務局長、 
     公益社団法人日本サードセクター経営者協会執行理事兼事務局長 
松原 明 特定非営利活動法人シーズ・市民活動を支える制度をつくる会副代表理事 
山田 秀昭 社会福祉法人全国社会福祉協議会理事・事務局長 
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